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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 2018年3月 2019年3月 2020年3月 2021年3月 2022年3月

売上高 （百万円） 56,560 56,357 53,160 47,016 57,358

経常利益 （百万円） 3,179 3,971 2,142 2,504 5,109

親会社株主に帰属する

当期純利益
（百万円） 2,307 3,036 1,621 2,631 3,744

包括利益 （百万円） 2,394 2,862 2,069 2,252 3,773

純資産額 （百万円） 14,727 17,202 18,775 20,771 23,978

総資産額 （百万円） 44,375 47,288 45,502 47,846 53,412

1株当たり純資産額 （円） 295.49 345.02 376.38 416.23 480.53

1株当たり当期純利益 （円） 46.45 61.11 32.64 52.96 75.37

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 33.1 36.3 41.1 43.2 44.7

自己資本利益率 （％） 17.0 19.1 9.0 13.4 16.8

株価収益率 （倍） 9.6 6.1 7.7 6.0 7.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,473 3,903 3,591 3,042 3,396

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,527 △2,412 911 △512 △3,955

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 596 △853 △4,805 988 △1,690

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 4,778 5,440 5,173 8,680 6,578

従業員数
（人）

2,633 2,556 2,406 2,408 2,438

（外、平均臨時雇用者数） (418) (391) (398) (310) (382)

　（注）1．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当連結会計年度の期首から適用

しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と

なっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 2018年3月 2019年3月 2020年3月 2021年3月 2022年3月

売上高 （百万円） 25,392 25,666 24,472 23,618 30,550

経常利益 （百万円） 1,281 1,672 611 1,294 2,521

当期純利益 （百万円） 998 1,454 1,089 1,857 1,928

資本金 （百万円） 4,358 4,358 4,358 4,358 4,358

発行済株式総数 （株） 52,279,051 52,279,051 52,279,051 52,279,051 52,279,051

純資産額 （百万円） 12,997 14,102 14,691 16,304 17,675

総資産額 （百万円） 33,928 34,971 32,472 34,505 36,995

1株当たり純資産額 （円） 261.59 283.83 295.69 328.15 355.75

1株当たり配当額
（円）

7.00 10.00 5.00 10.00 17.00

（内1株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

1株当たり当期純利益 （円） 20.10 29.27 21.93 37.38 38.81

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 38.3 40.3 45.2 47.3 47.8

自己資本利益率 （％） 7.9 10.7 7.6 12.0 11.3

株価収益率 （倍） 22.2 12.7 11.4 8.5 15.1

配当性向 （％） 34.8 34.2 22.8 26.8 43.8

従業員数
（人）

1,096 1,036 926 928 959

（外、平均臨時雇用者数） (279) (244) (234) (203) (289)

株主総利回り （％） 177.6 152.9 106.7 136.5 249.4

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (115.9) (110.0) (99.6) (141.5) (144.3)

最高株価 （円） 551 734 427 354 815

最低株価 （円） 211 322 237 211 299

　（注）1．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2．第38期において従業員数が110名（10名）減少しましたのは、主に事業構造改革の一環として募集した希望退

職によるものであります。

3．最高株価及び最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

4.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当事業年度の期首から適用して

おり、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっており

ます。
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２【沿革】

年月 事項

1983年 7月 電子機器、工業用ロボットの設計及び一般電化製品の販売を目的として、長野県上伊那郡南箕輪村
89番地1に株式会社キョウデン（資本金1,500千円）を設立

1984年 6月 プリント配線板メーカー「株式会社伸光製作所」の協力工場として、プリント配線板の一部製造、
並びに検査業務を開始

1985年 3月 長野県上伊那郡南箕輪村に工場を新設、プリント配線板の製造を開始

1985年11月 設計から製造までの一貫メーカーとして、多品種少量プリント配線板の製造・販売を開始

1986年 8月 長野県上伊那郡南箕輪村6213番地1に本社を移転

1990年 5月 長野県上伊那郡箕輪町大字三日町482番地1に工場を新設し、本社を移転（現長野事業所）

1991年 9月 株式会社小金井物産（形式上の存続会社）と合併

1993年 2月 昭和鉱業株式会社（現昭和ＫＤＥ株式会社）の第三者割当増資にて資本参加

1997年 9月 日本証券業協会に株式を店頭登録

1998年 2月 株式会社キョウデンビーアンドオー（株式会社イー・システムズ（現当社）に社名変更）の全株式
を取得

1998年 9月 本社工場で国際品質保証規格であるISO9001の認証取得

1999年 3月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

2001年 7月 株式会社九九プラスの第三者割当増資引受、同社を連結子会社化

2001年 9月 第二工場を新設（現長野事業所）

2001年10月 子会社である株式会社イー・システムズを吸収合併

2001年12月 トーエイ電資株式会社（現当社）及びTOEI DENSHI (THAILAND) CO.,LTD.（現KYODEN (THAILAND)
CO.,LTD.）を連結子会社化

2002年 3月 環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証取得（現長野事業所）

2002年 8月 更生会社株式会社長崎屋（現株式会社長崎屋）の第三者割当増資引受、同社を連結子会社化

2003年 6月 旧日本エレクトロニクス株式会社より当社子会社（日本エレクトロニクス株式会社（現当社）に社
名変更）が営業譲受し、同社を連結子会社化

2004年11月 子会社である昭和鉱業株式会社（現昭和ＫＤＥ株式会社）が富士機工電子株式会社（現当社）の新
株予約権を行使し、同社を連結子会社化

2007年 4月 子会社であるトーエイ電資株式会社を吸収合併

2007年10月 子会社である株式会社長崎屋の株式を売却

2008年 7月 株式会社アイレックスより新設分割した株式会社キョウデンファインテックの全株式を取得し、同
社を連結子会社化

2008年 9月 持分法適用関連会社である株式会社九九プラスの株式を売却

2010年 3月 子会社である昭和ＫＤＥ株式会社の株式公開買付を実施

2010年 8月 子会社である昭和ＫＤＥ株式会社を完全子会社化

2010年12月 子会社である富士機工電子株式会社（現当社）の全株式を取得し、同社を完全子会社化

2011年 1月 子会社である株式会社キョウデンファインテックから「プリント配線板事業」を事業譲受

2011年 3月 子会社である日本エレクトロニクス株式会社及び株式会社キョウデンビジネスパートナーを吸収合
併し、新たに日エレ株式会社（日本エレクトロニクス株式会社（現当社）に社名変更）を設立

2012年12月 子会社である昭和ＫＤＥ株式会社が、株式会社エトー商事（現株式会社エトーインダストリー）及
び株式会社エトーインダストリーの株式を取得し、同社を連結子会社化

2013年 5月 子会社である富士機工電子株式会社（現当社）の堺工場及び美原工場の生産機能を大阪工場（大阪
府泉大津市）へ集約

2015年 6月 子会社である昭和ＫＤＥ株式会社が、ジャンテック株式会社の株式を取得し、同社を連結子会社化

2015年 7月 株式会社テックプレシジョンより新設分割した株式会社キョウデンプレシジョンの全株式を取得
し、同社を連結子会社化

2015年10月 子会社である昭和ＫＤＥ株式会社が、ツルガスパンクリート株式会社（現株式会社ツルガ）の株式
を取得し、同社を連結子会社化

2016年 4月 子会社である株式会社キョウデン東北、株式会社キョウデン横浜及び株式会社キョウデン大阪を吸
収合併

2020年10月 子会社である昭和ＫＤＥ株式会社が、ジャンテック株式会社を吸収合併
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、株式会社キョウデン（以下「当社」という。）、連結子会社8社及

び非連結子会社1社により構成され、事業は電子事業及び工業材料事業を営んでおります。当社グループが営んでい

る主な事業内容と事業を構成している当社及び重要な関係会社の当該事業における位置付けは、次のとおりでありま

す。なお、当社グループの事業区分は「第5　経理の状況　1　連結財務諸表　（1）連結財務諸表　注記事項」に掲

げるセグメントの区分と同一であります。

区分 主要製品又は事業の内容 会社

電子事業
プリント配線板設計・製造・実装

メカ・ユニット組立

製造

販売

当社

㈱キョウデンプレシジョン

KYODEN (THAILAND) CO., LTD.

販売 KYODEN HONG KONG LTD.

工業材料事業
硝子長繊維用原料、耐火物、

混和材、農薬原料

製造

販売
昭和ＫＤＥ㈱
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主 要 な

事業内容

議決権
の所有
割　合
（％）

関係内容

役員の兼任

資金援助
（百万円）

債務保証
（百万円）

営業上
の取引

設備の
賃貸借

当　社
役　員
（名）

当　社
従業員
（名）

（連結子会社）           

昭和KDE㈱
　　　　　 （注）2、4

東京都
品川区

百万円

2,820

工業材料
事業

100.0 － － － － なし なし

㈱キョウデン
プレシジョン　（注）2

静岡県

伊豆の国市

百万円

100
電子事業 100.0 1 1 1,340 －

製品の
加工他

あり

KYODEN
(THAILAND)
CO.,LTD.（注）2、3、4

タイ王国
百万タイバーツ

823
電子事業

100.0

(100.0)
1 2 591 －

製品の
加工他

なし

KYODEN
HONG KONG LTD.（注）2

香港
百万香港ドル

234
電子事業 100.0 1 － － －

製品の
販売他

なし

その他4社           

　（注）1．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

2．昭和KDE株式会社、株式会社キョウデンプレシジョン、KYODEN(THAILAND)CO.,LTD.及びKYODEN HONG KONG

LTD.は特定子会社に該当しております。

3．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有で内数となっております。

4．昭和KDE株式会社及びKYODEN(THAILAND)CO.,LTD.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

 
売上高
（百万円）

経常損益
（百万円）

当期純損益
（百万円）

純資産額
（百万円）

総資産額
（百万円）

 昭和KDE㈱ 9,275 720 538 6,364 9,595

　KYODEN
(THAILAND)
CO.,LTD.

12,690 1,451 1,160 4,423 8,825

 

EDINET提出書類

株式会社キョウデン(E02035)

有価証券報告書

 6/85



５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2022年3月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

電子事業 2,100 (363)

工業材料事業 283 (12)

全社（共通） 55 (7)

合計 2,438 (382)

　（注）1．従業員数は就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社）からグループ外への出向者を除き、グループ外

から当社グループへの出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社から

の派遣社員、季節工は含んでおります。）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

2．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(2）提出会社の状況

    2022年3月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

959 (289) 42.8 10.0 5,361

 

セグメントの名称 従業員数（人）

電子事業 904 (282)

全社（共通） 55 (7)

合計 959 (289)

　（注）1．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含んでおります。）は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。

2．平均年間給与は、臨時従業員を除いた12か月以上の在籍実績がある従業員を対象として算出しており、賞与

及び基準外賃金を含む、課税支給額の合計の平均であります。

3．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

　当社には労働組合は結成されておりませんが、連結子会社1社には労働組合があり、2022年3月31日現在における

組合員数は154名であります。

　なお、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、「製造業を手段とし、サービス業を目的とする」を経営理念とし、電子事業、工業材料

事業を営んでおります。電子事業においては「ＴＳＰ（トータル・ソリューション・プロバイダー：完全一

貫支援体制）」企業として、工業材料事業においてはお客様の「ものづくり」にとって不可欠な企業とし

て、スピードと創意工夫により「顧客満足度の向上」と「付加価値の増大」に努め、企業価値を高めること

が使命と考えております。また、当社グループは、環境に配慮した運営を目指し、株主の皆様をはじめとす

るあらゆるステークホルダーとの信頼関係の向上を図り、企業倫理に基づくCSR（企業の社会的責任）活動の

推進を果たしてまいります。

 

(2）目標とする経営指標

　当社グループは、持続可能な成長に必要な収益を確保するため、本業での収益力の指標である売上高営業

利益率を重視した経営を行ってまいります。さらにステークホルダーに対して果たすべき責務を表した指標

としてROE（自己資本利益率）及び自己資本比率の目標値を掲げ、高収益グループへの変革を進めてまいりま

す。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略及び優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　現在の当社グループを取り巻く環境としましては、電子事業の主要顧客であります、電子機器等完成品

メーカーは、グローバル化の進展に伴い、製品に組み込むプリント配線板について、高い品質と短納期が求

められる試作基板製造は国内企業に任せる一方、量産基板製造は、マーケットを背景に持つ中国・アジア諸

国等の海外拠点・企業に主に委託してコストを削減する経営にシフトしております。

　工業材料事業においては、工業材料の販売を主要業務としており、その販売先は特定の大口需要先に偏る

傾向があります。このため、当該販売先の原料・部品調達方針の変更が、業績及び財務状況等に影響を及ぼ

す可能性があります。

　また、新型コロナウイルスの拡大により、国内外経済は依然として不透明な状況が続いておりますが、国

内・海外ともに足元の受注環境は順調に回復してきていることから、当面の業績への影響は限定的であると

考えております。

 

　このような環境のもと、競合他社との競争優位性を維持し、持続的な成長と収益の最大化を図るため、当

社グループは以下の事項を優先的に取り組んでまいります。

 

（電子事業）

　国内では、当社独自の「ワンストップソリューション」（プリント配線板の設計・製造・実装から意匠・

機構部品加工・組立までを内製）の機能をベースに、引き続き国内の少量多品種領域における拡販やコスト

競争力の強化を図ってまいります。海外では主にタイ工場の生産性向上や品質改善に努めることにより収益

力の強化に取り組んでまいります。

　また、次世代通信規格(５Ｇ)を背景とした、通信機器・インフラ関連、車載市場におけるＥＶ化等、様々

な分野で市場拡大が見込まれており、これらの市場に対する新製品の技術開発・製造技術体制の強化により

技術競争力の向上を図り、試作分野からの取込・拡販を行い収益性の強化を図ってまいります。

　また短期的には、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大による経済活動への影響に注視し、適宜計画

の見直しと必要な施策を実施してまいります。

 

（工業材料事業）

　既存商品の拡販、品質改良とコスト・技術競争力の強化、原料調達ソースの多様化、人材の育成に継続的

に努めるとともに、将来の基幹製品を育成すべく、長年培ってきた無機鉱物に関するノウハウと生産設備を

活用した新販路の開拓・新製品の導入やシナジーの期待できる企業との提携による業容の拡大に取り組んで

まいります。
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２【事業等のリスク】
　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経
営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下
のとおりであります。
　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり
ます。
　また、以下の記載は本株式への投資に関連するリスクをすべて網羅するものではありません。

①災害について
地震等の自然災害や事故等によって、生産拠点及び設備等が壊滅的に損害を被る可能性があります。ま
た、操業が中断し、売上高が低下、更に、生産拠点等の修復に巨額の費用が発生する可能性があり、当社グ
ループの業績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。このような重大な事態が発生した場合
は、当社の代表取締役社長を本部長とした対策本部を設置し、必要な対策を実施し、損失を最小限に抑える
とともに早期の原状回復を図っております。
 
②価格競争
電子事業の主要顧客であります、電子機器等完成品メーカーは、グローバル化の進展に伴い、製品に組み
込むプリント配線板について、高い品質と短納期が求められる試作基板製造は国内企業に任せる一方、量産
基板製造は、マーケットを背景に持つ中国・アジア諸国等の海外拠点・企業に主に委託してコストを削減す
る経営にシフトしております。このような状況において当社グループは、量産基板の製造においては高付加
価値基板の製造技術の確立と短納期多品種中小ロットの製造に注力してまいりますが、電子機器等完成品
メーカーの部品調達が海外にシフトすることにより、生産が大幅に減少する可能性があります。試作基板製
造においては顧客の高い信頼を得て、マーケットにおける強い競争力を維持してきました。しかし、今後海
外拠点・企業での製造技術の向上により、海外での試作基板製造が行われる可能性があり、当社グループの
業績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。

③材料・部品等の調達
電子事業で使用する材料や部品の調達については、市場環境により価格の高騰や予定数量が調達できず、
生産効率の低下や納期遅延が発生するおそれがあり、当社グループの業績及び財務状況等に悪影響を及ぼす
可能性があります。対応策としましては、当社グループ各社において調達コストを下げる一方、リスク分散
も踏まえた戦略的購買により安定的な調達に向けて努力しております。

④為替レートの変動
電子事業における当社グループ企業のうち一部は、海外地域に生産・営業拠点を保有しております。当該
会社の収益、費用、資産、負債の現地通貨建て項目は、連結財務諸表作成のために円換算しておりますの
で、換算時の為替相場によっては当社グループの業績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑤技術革新スピードへの対応
電子事業において、高機能化・小型薄型化に対応した先端技術、環境に配慮した技術の確立は、将来の成
長と収益確保のための必須条件であります。新規技術への対応において競合他社に遅れをとり、或いは重要
な経営資源を投下して取得した技術が市場の需要に合致しなかった場合には、将来の成長と収益性を低下さ
せ、当社グループの業績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。対応策としましては、今後市
場拡大が見込まれる、次世代通信規格(5G)を背景とした、基地局等のインフラ整備や車載市場におけるADAS
搭載、IoT等、様々な分野で新製品の技術開発・製造技術体制の強化により技術競争力の向上を図っておりま
す。

⑥顧客データ管理
電子事業における顧客データの管理については、営業段階を含め従業員等の不法行為若しくは重大な過失
により顧客データが流出した場合には、顧客からの信頼性の低下を招き、当社グループの業績及び財務状況
等に悪影響を及ぼす可能性があります。対応策としましては、製造用データ管理サーバーを設置し、専任の
責任者を配し、保守及び管理を実施しております。サーバーは、外部とは隔離しており、外部からのアクセ
スは出来ないことはもちろんのこと、社内に関しても接続制限を設けております。データの取り出しはＣＡ
Ｍ作業者には許可していますが、保管・削除は特定作業者のみに限定しております。

⑦原材料の調達
工業材料事業の原材料調達を中国を中心とする海外からの輸入に大きく依存しておりますが、輸出国にお
ける資源保護、環境関連規制の動向や産業・貿易政策などにより、原材料の調達が困難となる事態が想定さ
れ、その場合には当社グループの業績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。
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⑧特定の取引先への依存について
工業材料事業は、工業材料の販売を主要業務としており、その販売先は特定の大口需要先に偏る傾向があ
ります。このため、当該販売先の原料・部品調達方針の変更が、当社グループの業績及び財務状況等に影響
を及ぼす可能性があります。対応策としましては、既存商品の拡販、品質改良とコスト競争力の強化に継続
的に努めるとともに、将来の基幹製品を育成すべく、長年培ってきた無機鉱物に関するノウハウと生産設備
を活用した新販路の開拓・新製品の導入やシナジーの期待できる企業との提携による業容の拡大に取り組ん
でおります。

⑨環境保全と稼働中の鉱山の管理について
工業材料事業において、自然災害の発生や法令の改正によっては新たな管理費用、処理費用負担が発生
し、当社グループの業績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。対応策としましては、各事業
所において関連法令に基づき環境保全、安全対策及び公害防止に努めるとともに休廃止鉱山において、鉱山
保安法に基づき堆積場の保全や坑廃水による水質汚濁防止等に努めております。

⑩新型コロナウィルスの感染拡大について
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、各国で社会経済活動が大きく制限され経済に深刻な影響を
及ぼしました。今後の広がり方や収束時期等について統一的な見解がない為、当社グループへの影響を見通
すことは極めて困難ですが、業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。また、新型コロナウイル
スを始め各種伝染病の流行や集団食中毒等により、事業停止となった場合には、当社グループの業績や財政
状態に悪影響を及ぼす可能性があります。対応策としましては、従業員、顧客及び取引先の安全を第一に考
え、従業員の体調管理・確認の徹底、テレワークの導入、出張の制限や勤務形態の見直し等の対応を実施し
ております。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を適用

しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)　連結財務諸表　注記事項(会計方針の

変更)」に記載のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度における経済環境概要は、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種が進んだことから

段階的に経済活動の制限緩和が図られましたが、資源価格の高騰に伴う物価の上昇や、半導体を始めとした部品

供給不足、コンテナ不足による物流の停滞等、経済環境の正常化に向けての見通しは依然不透明となっておりま

す。このような経済環境のもとではありますが、製造業を中心とした世界的な設備投資拡大や５G／IoT等インダ

ストリー４．０への市況環境の変化に対応すべく、当社グループは「中期経営計画２０２１－２０２５」を策定

し、推進してまいりました。その結果、計画初年度の当連結会計年度の売上高は前年同期比22.0％増の57,358百

万円、営業利益は前年同期比115.4％増の5,096百万円（営業利益率8.9％）、経常利益は前年同期比104.0％増の

5,109百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前年同期比42.3％増の3,744百万円となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（電子事業）

　国内事業に関しましては、半導体製造装置・産業用ロボット・ＥＶ車向け関連製造装置を含む産業機器を

中心とし、５G・IoT関連機器／監視カメラ等セキュリティ系を中心としたインフラ関係／パワー半導体関連

など、引き続き好調な受注増加により、前年同期比を大きく上回る結果となりました。また海外事業に関し

ましては、車載を中心に事務機器の伸長も加わり、国内事業同様に前年同期比を大きく上回る結果となって

おります。なお、足元の受注環境も引き続き堅調に推移しており、このような環境下のもと、電子事業全体

の売上高は前年同期比25.9％増の45,656百万円と増収となりました。セグメント利益に関しましては、高多

層・ビルドアップ基板等高付加価値品の需要増と、継続して取り組んでいる生産効率の改善、設備投資によ

る生産量の増加及び効率改善が寄与し、前年同期比172.0％増の4,207百万円（セグメント利益率9.2％）と

なり、過去最高収益となりました。

（工業材料事業）

工業材料事業につきましては、国内製造業における景気回復を背景に、主力製品であるグラスファイバー

原料と耐火物の売上が伸びたほか、都市インフラ関連製品の一部が需要の端境期に当たり前年同期の水準を

下回った以外は全般的に堅調に推移しました。一方で原材料、海上運賃やエネルギー価格の上昇が進む中、

製造原価の低減や経費の圧縮、生産効率化等による利益確保に努めました。その結果、売上高は前年同期比

8.8％増の11,701百万円、セグメント利益は前年同期比8.5％増の889百万円（セグメント利益率7.6％）とな

りました。
 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の当連結会計年度末残高は6,578百万

円（前連結会計年度は8,680百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は3,396百万円（前連結会計年度は3,042百万円の獲得）となりました。これ

は主に、税金等調整前当期純利益5,109百万円、減価償却費2,163百万円、売上債権の増加額2,298百万円、

棚卸資産の増加額3,056百万円、仕入債務の増加額3,049百万円及び法人税等の支払額1,436百万円によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は3,955百万円（前連結会計年度は512百万円の使用）となりました。これは

主に、固定資産の取得による支出3,963百万円及び固定資産の売却による収入12百万円によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は1,690百万円（前連結会計年度は988百万円の獲得）となりました。これは

主に、借入金の純減少額554百万円、リース債務の返済による支出393百万円及び配当金の支払額501百万円

によるものであります。
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　当社グループの運転資金及び設備投資資金は、自己資本のほか、金融機関からの借入金及びリースにより調達

しております。

　また、翌連結会計年度の重要な資本的支出としましては、主に生産効率化及び品質向上を目的とした生産設備

の増設等を、当社長野事業所におきまして7,400百万円、当社大阪事業所におきまして3,700百万円を予定してお

ります。

 

③生産、受注及び販売の実績

工業材料事業及びその他の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構

造、形式等は必ずしも一様ではないため生産規模及び受注規模を金額又は数量で示すことはしておりません。

a．生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2021年4月 1日
　至　2022年3月31日）

前年同期比（％）

電子事業　　　　　　　（百万円） 46,560 127.7

　（注）1．金額は販売価格によっております。

2．セグメント間取引については相殺消去しております。

ｂ．受注実績

　当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
　至　2022年3月31日）

受注高（百万円） 前年同期比（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比（％）

電子事業 53,909 147.3 15,379 215.8

　（注）金額は販売価格によっております。

c．販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2021年4月 1日
　至　2022年3月31日）

前年同期比（％）

電子事業　　　　　　　（百万円） 45,656 125.9

工業材料事業　　　　　（百万円） 11,701 108.8

合計　　　　　　　　　（百万円） 57,358 122.0

　（注）1．金額は販売価格によっております。

2．セグメント間の取引については相殺消去しております。

3．前連結会計年度及び当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。
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（2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

a．資産、負債及び純資産の状況

　当連結会計年度末の総資産は53,412百万円（前年同期比5,566百万円増）となりました。流動資産は

35,738百万円（前年同期比3,454百万円増）、固定資産は17,673百万円（前年同期比2,111百万円増）となっ

ております。流動資産の主な増減要因は、現金及び預金の減少（前年同期比2,102百万円減）、売上債権の

増加（前年同期比2,303百万円増）及び棚卸資産の増加（前年同期比3,052百万円増）であります。また、固

定資産の主な増加要因は、有形固定資産の増加（前年同期比2,154百万円増）であります。

　当連結会計年度末の負債は29,433百万円（前年同期比2,359百万円増）となりました。流動負債は22,627

百万円（前年同期比5,212百万円増）、固定負債は6,806百万円（前年同期比2,853百万円減）となっており

ます。流動負債の主な増加要因は、支払手形及び買掛金の増加（前年同期比2,329百万円増）、電子記録債

務の増加（前年同期比736百万円増）及び短期借入金の増加（前年同期比2,100百万円増）であります。ま

た、固定負債の主な減少要因は、社債の減少（前年同期比180百万円減）、長期借入金の減少（前年同期比

2,345百万円減）及びリース債務の減少（前年同期比289百万円減）であります。

　当連結会計年度末の純資産は23,978百万円（前年同期比3,207百万円増）となりました。純資産の主な増

加要因は、利益剰余金の増加（前年同期比3,183百万円増）であります。

b．売上高及び営業損益の概況につきましては、「(1)経営成績等の状況の概況」に記載のとおりであります。

c．経常損益

経常利益は、104.0％増の5,109百万円となり、前連結会計年度に比べ2,604百万円の増加となりました。

　営業外収益には、主に円安傾向による為替差益、営業外費用には、主に支払利息、固定資産除却損が含ま

れております。

d．税金等調整前当期純損益

税金等調整前当期純利益は、28.4％増の5,109百万円となり、前連結会計年度に比べ1,130百万円の増加とな

りました。

e．親会社株主に帰属する当期純損益

上記の結果として、親会社株主に帰属する当期純利益は、42.3％増の3,744百万円となり、前連結会計年度

に比べ1,113百万円の増加となりました。

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第2　事業の状況　2　事業等のリス

ク」に記載のとおりであります。
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②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

「（1）経営成績等の状況の概況　②キャッシュ・フローの状況・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動

性に係る情報」に記載の通りであります。

（参考指標）  
 

 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期

自己資本比率（％） 36.3 41.1 43.2 44.7

時価ベースの自己資本比率（％） 39.2 27.3 32.8 54.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 4.0 3.3 4.4 3.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 34.6 35.6 38.8 51.1

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　（注）　いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

株式時価総額は自己株式を除く期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。営業キャッ
シュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま
す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象
としております。また、支払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の支払利息の支払額を使用して
おります。

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものにつ

いては、第5　経理の状況　1 連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載

のとおりであります。

なお、新型コロナウイルスの影響については、今後の広がり方や収束時期等について統一的な見解がない

為、当社グループへの影響を見通すことは極めて困難ですが、国内・海外ともに足元の受注環境は順調に回復

してきていることから、当面の業績への影響は限定的であると仮定し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上

の見積りを実施しております。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
 

５【研究開発活動】

　当社グループは、プリント配線板の製造技術、工業材料事業に関する機能性材料や高付加価値加工製品等の研

究開発をしております。

　当連結会計年度における研究開発費は350百万円でありますが、各セグメント別の研究の内容及び研究開発費は

次のとおりであります。

 

（1）電子事業

電子事業においては、5G基地局用パワー半導体モジュールなどの放熱対策に最適な高速厚銅めっき工法によ

る高周波高放熱基板を開発しました。大阪事業所において培ってきたFACT（FKD'ｓ Advanced Chemical

technology）技術を活用した新しい銅めっき技術で、パワー半導体等の放熱部品の直下を厚さ400μｍ

（0.4mm)の任意の形状の高速銅めっきで充填して、熱伝導の高い銅でダイレクトに基板下部に接続され放熱さ

れる構造です。主に5G基地局用パワーアンプ、パワー半導体用途で、従来の放熱基板では対応が困難な高放

熱、高周波対策も可能となっており、当該工法を生かした高周波高放熱基板の開発を進めております。

なお、当セグメントの研究開発費は223百万円であります。
 

（2）工業材料事業

工業材料事業においては、長年に亘り蓄積してきた無機鉱物に関するノウハウ、人材や鉱物の粉砕、混合、

成形、焼成の各種技術・設備などを生かせる領域に的を絞り、顧客ニーズに応じた既存製品の改良、各種機能

性材料や土木建築材料等の研究開発に取り組んでおります。

なお、当セグメントの研究開発費は127百万円であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、事業基盤の拡大を図るため4,429百万円の設備投資を実施しております。

　電子事業においては、生産効率化を図るために、4,292百万円の設備投資を実施いたしました。

　工業材料事業においては、ロボットの導入を含め主として生産効率の維持・向上を目的として136百万円の設備投

資を実施いたしました。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2022年3月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの
名　　　称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構 築 物

機械装置
及　　び
運 搬 具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

本社（長野事業所）
（長野県上伊那郡箕輪町）

電子事業
プリント配線
板製造設備等

1,223 1,550
923

(34,727)
389 23 4,110

258
(146)

東北事業所 東北工場
（福島県いわき市）

電子事業
プリント配線
板製造設備等

122 215
205

(22,020)
2 11 556

133
(65)

東北事業所 プレマルチセンター
（茨城県北茨城市）

電子事業
プリント配線
板製造設備等

24 76
226

(17,830)
－ 0 327

68
(14)

大阪事業所 大阪工場
（大阪府泉大津市）

電子事業
プリント配線
板製造設備等

603 397
470

(10,640)
120 37 1,629

203
(125)

大阪事業所 めっきセンター
（大阪府貝塚市）

電子事業
プリント配線
板製造設備等

43 9
57

(1,585)
－ 2 112

11
(3)

　（注）1．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含めておりません。
2．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書しております。
 

(2）国内子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2022年3月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名　 　　 称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及　　び
運 搬 具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

 
昭和ＫＤＥ㈱

 

広島工場

安芸津製造所

（広島県東広島市）

工業材料事業
耐火物

製造設備等
31 34

188

(20,403)
－ 4 258

71

(2)

広島工場庄原製造所

（広島県庄原市）
工業材料事業

混和材

製造設備等
125 87

70

(1,381,939)
2 0 286

16

(－)

日光フバサミ工場

（栃木県日光市）
工業材料事業

硝子長繊

維用原料

製造設備等

102 44
211

(167,277)
－ 2 361

24

(3)

日光今市工場

（栃木県日光市）
工業材料事業

硝子長繊

維用原料

製造設備等

106 230
19

(12,874)
－ 2 358

23

(1)

㈱キョウデン

プレシジョン

静岡事業所
（静岡県伊豆の国市）

電子事業

基板実装、

メカ・ユ

ニット組立

製造設備等

914 235
333

(21,254)
130 20 1,634

291

(66)

㈱ツルガ
神戸工場
（神戸市西区）

工業材料事業
穴あきPC板

製造設備等
67 8

117

(36,516)
0 3 196

38

(4)

　（注）1．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含めておりません。
　　　　2．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書しております。
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(3）在外子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2021年12月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名　　　　称

設備の

内　容

帳簿価額（百万円）
従業員
数
（人）

建物及び
構 築 物

機械装置

及　　び

運 搬 具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

KYODEN

(THAILAND)CO.,LTD.

タイ事業所
（タイ王国
チョンブリ）

電子事業

プリント

配線板

製造設備等

493 1,226
465

(100,636)
293 224 2,703

903

(15)

　（注）1．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含めておりません。
2．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書しております。
 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しておりま

す。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては当社において調整を

図っております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方　　法

着手及び完了予定年月
完了後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

㈱キョウデン

本社（長野事業所）

長野県

上伊那郡

箕輪町

電子事業
プリント配線板

製造設備等
7,400 －

自己資本

借入金

リース

2022年4月 2023年3月 （注）

㈱キョウデン

大阪事業所

大阪府

泉大津市
電子事業

プリント配線板

製造設備等
3,700 －

自己資本

借入金

リース

2022年4月 2023年3月 （注）

　（注） 完成後の増加能力につきましては、合理的に算定できませんので記載しておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（2022年3月31日）
提出日現在発行数（株）
（2022年6月24日）

上場金融商品取引所名又は登録認
可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 52,279,051 52,279,051

東京証券取引所

市場第二部（事業年度末現在）

スタンダード市場（提出日現在）

単元株式数
100株

計 52,279,051 52,279,051 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2007年4月 1日～

2008年3月31日
38,000 52,279,051 6 4,358 6 3,159

　（注） 新株予約権の行使による増加であります。
 

（５）【所有者別状況】

       2022年3月31日現在

区分

株式の状況（1単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団　　体

金融機関
金融商品取
引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 15 27 54 58 18 6,426 6,598 －

所有株式数

　 （単元）
－ 44,021 7,571 176,485 20,483 274 273,885 522,719 7,151

所有株式数

の割合（％）
－ 8.42 1.45 33.76 3.92 0.05 52.40 100 －

　（注）1．自己株式2,592,895株は、「個人その他」に25,928単元及び「単元未満株式の状況」に95株を含めて記載して

おります。

2．「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が50単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2022年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社クラフト 東京都品川区東五反田1丁目24-2 17,189 34.59

橋本　浩 東京都品川区 14,985 30.16

株式会社日本カストディ銀行

（信託口４）
東京都中央区晴海1丁目8-12 1,437 2.89

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲2丁目10-17 907 1.82

MSCO CUSTOMER SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタン

レーMUFG証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK, N

EW YORK 10036, U.S.A.

（東京都千代田区大手町1丁目9-7　

大手町フィナンシャルシティサウスタ

ワー）

738 1.48

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海1丁目8-12 726 1.46

キョウデン従業員持株会 長野県上伊那郡箕輪町大字三日町482-1 427 0.86

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1丁目1番2号 332 0.66

三宅　司郎 大阪府寝屋川市 308 0.61

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号
304 0.61

計 － 37,357 75.18

　（注）上記の他、当社所有の自己株式2,592千株（4.95％）があります。
 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,592,800 － －

完全議決権株式（その他）　（注） 普通株式 49,679,100 496,791 －

単元未満株式 普通株式 7,151 －
1単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  52,279,051 － －

総株主の議決権  － 496,791 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれております。また、
「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数50個が含まれております。
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②【自己株式等】

    2022年3月31日現在

所有者の氏名
又 は 名 称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合　計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の　割　合（％）

㈱キョウデン
長野県上伊那郡
箕輪町大字三日町
482番地1

2,592,800 － 2,592,800 4.95

計 － 2,592,800 － 2,592,800 4.95

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 40 27,520

当期間における取得自己株式 － －

 （注）当期間における取得自己株式数には、2022年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 2,592,895 － 2,592,895 －

 （注）当期間における保有自己株式数には、2022年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り
による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年9月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。その他に、基準日を定めて剰余金の配当ができる旨を定款に定めておりますが、毎事業年度における

配当の回数につきましては、当面の間、年一回を基本として考えております。

　また、当社は「会社法第459条第1項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨を定款に定めており、当事業年度の期末日を基準日とする配当につきましては、前述の方針と2022年3月期

の業績を踏まえ、1株につき17円とすることを2022年5月12日開催の取締役会において決議いたしました。

　当事業年度の配当につきましては、1株当たり10円（中間配当0円）を実施いたしました。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） 1株当たり配当額（円）

2022年5月12日
844 17

取締役会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、事業活動を通じて利益を上げ、継続的に企業価値を増大させることが企業としての使命であり、こ
れらを実現するために、ステークホルダーに対する責任を果たしていかなければならないと考えております。
そのためには、内部統制、リスク管理を確立・向上させることにより、取締役会、監査役会、内部監査室、
会計監査人等による監督機能の強化を図り、さらに個々人のコンプライアンス意識を高めていくことが重要で
あると認識し、また、コーポレート・ガバナンス・コードの趣旨を踏まえ、企業統治の充実に取り組みます。
また、迅速かつ正確な情報開示に努めることで、信頼関係の構築を図ってまいります。
 

②　企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由
当社は監査役会設置会社であり、社外監査役が半数以上を占める監査役会が経営を監査し、その健全性の確
保に努めております。監査役は、取締役会、経営会議、内部統制委員会等重要な会議に出席するほか、取締役
及び従業員等からその職務の執行状況について報告を受けるとともに、必要に応じて説明を求めております。
取締役会は、経営陣・取締役に対する実効性の高い監督を行うことを主要な役割・責務の一つと捉え、適切
に会社の業績等の評価を行っております。また、独立社外取締役を選任し経営の客観性と透明性を高めるとと
もに、指名・報酬等重要な事項の決定にあたっては適切な意見・助言を受けることにより、経営に対する監督
機能の強化を図っております。
当社グループの統治体制としては、事業計画や予算等の進捗管理のため、各社の取締役会、経営会議への出
席等により報告を受けております。また、各社の事業運営に関する重要な事項については当社の承認を必要と
するほか、特に重要な事項については当社の取締役会に付議しております。
上記概要から、現状のコーポレート・ガバナンス体制は、当社の事業規模においては最適であると考えてお
ります。
 

 
③　内部統制システムの整備の状況

当社は取締役会で決議した「内部統制システム構築の基本方針」に基づいて、「業務の有効性、効率性の確
保」、「財務報告の信頼性の確保」、「法令・社内ルール等の遵守(コンプライアンス)」、「資産の保全」を
目的に、内部統制委員会を設置し、内部統制の強化改善に努めております。
内部統制活動としては、相互牽制が有効に機能する組織の構築につとめております。また、外部コンサルタ
ントの協力を得る一方、内部監査室がそれらの統制活動が、法遵守性を伴いながら、有効かつ効率的に機能し
ているかを常時モニタリングしております。
 

④　リスク管理体制の整備状況
リスクの管理については、「リスクマネジメント規程」に基づき設置されたリスクマネジメント委員会の運
用により対応しております。重点管理リスクを策定し、各事業部門は定期的にそのリスクへの対策の進捗状況
を委員会へ報告し、委員会は重点管理リスクへのプロテクトの状況を取締役会へ報告しております。
当社及び当社グループの経営に重大な影響を与えるような事態が発生した場合は、当社の代表取締役社長を
本部長とした対策本部を設置し、必要な対策を実施し、損失を最小限に抑えるとともに早期の原状回復を図っ
ております。
 

⑤　コンプライアンス体制の整備状況
当社及び当社グループの役職員の職務の執行が法令・社内ルール等及び定款に適合し、かつ社会的責任を果
たすため、コンプライアンス・ポリシー（企業行動理念）を定め、コンプライアンス委員会を中心とする研修
等により、全役職員に周知徹底をさせております。
また、当社及び当社グループの使用人からの通報相談を受け付ける社内・社外（弁護士）の通報相談窓口
（ホットライン）を設置し、匿名での通報を認めるとともに通報者に対する不利益な取扱を防止しておりま
す。
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⑥　責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を
限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としておりま
す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または監査役が責任の原因となった職務の遂行に
ついて善意でかつ重大な過失がない場合に限られます。
 

⑦　取締役の定数及び任期
当社の取締役は10名以内とし、その任期は1年とする旨、定款に定めております。
 

⑧　取締役の選任の決議要件
当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する
株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累
積投票によらないものとする旨定款に定めております。
 

⑨　株主総会の特別決議要件
当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議については、議決権を行使することができる株主
の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨、定款に定めておりま
す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを
目的とするものであります。
 

⑩　剰余金の配当等の決定機関
当社は、剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除
き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨、定款に定めております。これは、剰余金の配当
等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。
また、株主への機動的な利益還元を可能にするために、会社法第454条第5項の規定により、取締役会の決議
によって毎年9月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
 

⑪　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たず、毅然とした
態度で対応することを基本的な考え方としております。
具体的には、対応統括部署及び不当要求防止責任者を総務部とし、反社会的勢力及び団体から不当な要求を
受けた場合には、外部専門機関及び弁護士等と連携を図りながら組織的に対応する体制を整備し、公安委員
会・暴力追放運動推進センターより反社会的勢力に関する情報の収集等、外部の専門機関との連携に努めてお
ります。また、外注先、取引業者等の間で契約書を取り交わし、反社会的勢力と関係の有無を確認できる方法
をとっております。
 

⑫　自己株式の取得
　当社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得する
ことができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能
とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧
男性8名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役
社　　　長

森　　清隆 1956年3月7日生

1979年 4月

1992年11月

1997年 4月

2002年 6月

2009年 6月

2011年 6月

 
2012年11月

 
2013年 4月

2018年 4月

2018年 6月

2018年 6月

㈱愛工機器製作所入社

当社入社

事業推進本部長

執行役員

取締役

KYODEN HONG KONG LTD.

Director（現任）

KYODEN (THAILAND) CO., LTD.

Managing Director

海外事業本部長

代表取締役社長（現任）

昭和KDE㈱取締役

㈱キョウデンプレシジョン取締役

（現任）
　

(注)3 0

常務取締役
基板統括本部長　兼
技術開発本部長

永沼　　弘 1964年1月7日生

1982年 4月

1987年 1月

2001年 4月

2008年 6月

2009年 6月

2011年 5月

2011年 8月

 
2012年10月

2018年 4月

㈱三協精機入社

当社入社

製造本部PCB製造部長

執行役員製造本部長

取締役（現任）製造本部長

TSP製造本部長

KYODEN (THAILAND) CO., LTD.

Managing Director

製造本部長

基板統括本部長

2021年 7月 常務取締役（現任）

2022年 6月 基板統括本部長　兼

技術開発本部長（現任）
　

(注)3 4

取　締　役
営業統括本部長

上山　晃 1973年7月19日生

2000年 4月

2000年11月

2015年 2月

 
2020年 1月

2020年 6月

2021年 4月

グレイス住販㈱　入社

当社　入社

KYODEN(THAILAND)CO.,LTD.

Director

営業統括本部長　兼　海外営業部長

取締役（現任）

営業統括本部長（現任）
　

(注)3 －

取　締　役 菅沼　弘幸 1965年2月20日生

1983年 4月

1987年 7月

2019年 1月

ロジテック㈱　入社

当社　入社

KYODEN (THAILAND) CO.,LTD.　

Managing Director（現任）

2021年 6月 取締役（現任）
　

(注)3 4

取　締　役 長谷川　洋二 1952年12月9日生

1979年 3月

1979年 4月

1981年 4月

1991年11月

2003年 6月

2015年 6月

2016年 6月

 

司法研修所卒業

西武セゾングループ社内弁護士

長野県弁護士会登録

当社　監査役

タカノ㈱監査役

当社　社外取締役（現任）

タカノ㈱取締役（監査等委員）

（現任)
　

(注)3 －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 大矢　　博 1962年11月16日生

1989年11月

2015年 4月

2018年11月

2018年12月

2019年 9月

2021年 6月

当社　入社

情報システム部長

執行役員管理本部長

執行役員管理本部長　兼　総務部長

執行役員総務部長

常勤監査役（現任）
　

(注)4 －

監　査　役 細川　清史 1947年7月23日生

1966年 4月

2005年 4月

2007年 5月

2011年 5月

2013年 6月

㈱八十二銀行入行

伊那バス㈱入社　経理部長

同社常務取締役

同社監査役（現任）

当社　社外監査役（現任）
　

(注)5 －

監　査　役 清水　純一 1947年9月28日生

1970年 4月 伊那信用金庫（現アルプス中央信用

金庫）入庫

2001年 6月 同金庫理事本店営業部長

2003年 7月 同金庫理事審査部長

2007年 6月 同金庫専務理事

2015年 6月 当社　社外監査役（現任)
　

(注)5 －

計 8

　（注）1．取締役長谷川洋二は、社外取締役であります。
2．監査役細川清史、清水純一は、いずれも社外監査役であります。
3．2022年6月23日開催の定時株主総会の終結の時から1年間
4．2021年6月24日開催の定時株主総会の終結の時から4年間
5．2020年6月25日開催の定時株主総会の終結の時から4年間
6．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第3項に定める補欠監査役1
名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

佐藤　信祐 1977年1月19日生

1999年 4月

 
2001年 4月

2001年 7月

 
2005年12月

2005年12月

 
2017年 3月

2018年 3月

2020年 12月

朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法
人）入社

公認会計士登録

公認会計士・税理士勝島敏明事務所（現デ
ロイト トーマツ税理士法人）入所

税理士登録

公認会計士・税理士佐藤信祐事務所開設
（現任）

TIGALA㈱（現 ㈱ZC）社外取締役

㈱エンゼルフォレストリゾート　監査役

㈱エンゼルグループ 取締役（監査等委員）

（現任）

－
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②　社外役員の状況
当社の社外取締役は1名、社外監査役は2名であります。

イ．社外取締役または社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針
当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に基づき、専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督機
能及び役割が期待され、株主と利益相反が生じる恐れがないことを基本的な考え方として、独立社外役員
の候補者を選定しております。

ロ．社外取締役及び監査役と提出会社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係並びに社外
取締役及び社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割

役員区分 氏　名
提出会社との人的関係、資本的関係ま
たは取引関係その他の利害関係

提出会社の企業統治において果たす機
能及び役割

社外取締役 長谷川洋二

弁護士法人長谷川洋二法律事務所の代
表社員を兼務しておりますが、当社と
同事務所との間には人的関係、資本的
関係、または重要な取引関係その他利
害関係はありません。なお、弁護士業
務委任案件発生時に報酬を支払う場合
がありますが、取引高は過去3事業年度
の平均で年間10百万円を超えない金額
と僅少であり、株主との利益相反の生
じる恐れがないものと判断し、独立役
員として指定しております。

弁護士としての豊富な実績・見識を有
しており、経営判断におきまして高度
かつ専門的な助言、指導等、並びに、
コーポレート・ガバナンスの強化を含
めた当社の経営全般に対する監督を
行っております。

社外監査役

細川清史

当社の取引銀行である㈱八十二銀行に
在籍しておりましたが、同行からの借
入依存度は突出しておらず、当社の経
営に影響を与えるものではありませ
ん。また、同氏は伊那バス㈱の常務取
締役であったことがあり、現在は同社
の監査役を兼任しておりますが、当社
と同社との間には人的関係、資本的関
係、または取引関係その他利害関係は
ありません。

金融機関における豊富な経験や幅広い
見識を有し、経営の客観性や中立性重
視の観点から当社の経営を監査すると
ともに、的確な助言を行っておりま
す。

清水純一

アルプス中央信用金庫に在籍しており
ましたが、当社の同金庫からの借入は
なく、また当社と同金庫との間には人
的関係、資本的関係、または取引関係
その他利害関係はありません。

金融機関の経営者としての豊富な経験
を当社の監査体制の強化に活かし、社
外監査役としての職務を適切に遂行し
ております。

 

③社外取締役及び社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに

内部統制部門との関係
社外監査役は、監査役会において内部統制に関する相互情報を共有するほか、必要に応じ内部監査部門及び
会計監査人と随時情報の交換を行うことで連携を高めております。
社外取締役は、社長をはじめとする経営陣幹部との意見交換や常勤監査役との面談を定期的に行うほか、取
締役会等において他の取締役や監査役と経営課題について議論するとともに、業務執行、会計監査、内部統制
の状況等についての報告及び情報共有を通じて、内部監査、監査役監査及び会計監査との連携を図っておりま
す。

EDINET提出書類

株式会社キョウデン(E02035)

有価証券報告書

25/85



（３）【監査の状況】

①　内部監査及び監査役監査の状況
内部監査部門として、代表取締役社長直轄の内部監査室を設置しております。内部監査室の人員は、提出日
現在2名で、年間の監査計画に基づいて当社及び当社グループの業務監査、会計監査、情報システム監査、コ
ンプライアンス監査を実施し、評価と提言を行い、内部統制の有効性と妥当性の確保に努めております。監査
結果は、代表取締役社長、及び監査役へ報告しております。
監査役は、提出日現在3名で、そのうち社外監査役は2名です。監査役は、取締役会、経営会議、内部統制委
員会等重要な会議に出席するほか、取締役及び従業員等からその職務の執行状況について報告を受けるととも
に、必要に応じて説明を求めております。また、監査役は、年間の監査計画に基づいて内部監査室と連携して
事業所及び子会社の監査を行っております。なお、監査役大矢博氏は当社における管理部門責任者としての実
績・経験から、監査役細川清史氏および清水純一氏は、金融機関における豊富な経験から財務および会計に関
する相当程度の知見を有しております。
当事業年度において監査役会を月1回以上、計14回開催しており、細川清史氏及び清水純一氏は、そのすべ
てに、大矢博氏は任期中に開催された10回のすべてに出席しております。監査役会における主な検討事項とし
ては、当社及び連結子会社の業績の検討、個別の重点監査事項、監視リスクについての検討等があります。
監査役の専任スタッフは配置しておりませんが、兼務スタッフ、もしくは内部監査室及び管理部門が、必要
に応じて監査役の監査業務を支援しております。
会計監査人との関係においては、法令に基づき会計監査報告書を受領し、相当性についての監査を行うとと
もに、相互に情報交換・意見交換を行う等の連携を行い、監査役監査の実効性と効率性の向上を図っておりま
す。
 

②　会計監査の状況
　当社は有限責任監査法人トーマツとの間で、会社法監査及び金融商品取引法監査について監査契約を締結
しており、継続監査期間は25年間であります。監査業務を執行した公認会計士及び監査業務に係る補助者の
構成は以下のとおりです。
 
業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数
指定有限責任社員・業務執行社員　　小松聡（7年）、小堀一英（1年）
会計監査業務に係る補助者　　　　　公認会計士3名、その他7名
監査法人の選定方針と理由
　当社では監査法人の選定に当たり、監査人の品質管理体制、監査チームの独立性、会社との連携等を
考慮しております。上記の方針に基き審議した結果、監査役会は、有限責任監査法人トーマツを引き続
き会計監査人として適切であると評価し、判断したため、再任することといたしました。
　会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出す
る会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められる場合は、監査役全員
の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に
招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
 

③　監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

提出会社 44 3 44 0

連結子会社 27 － 36 －

計 72 3 80 0

 
　　監査公認会計士等に対する非監査業務の内容
　（前連結会計年度）
　当社は、会計監査人に対して、非監査業務である新収益認識会計基準への対応に係る助言業務を依頼し、対
価を支払っております。
 
　（当連結会計年度）
　当社は、会計監査人に対して、非監査業務である新収益認識会計基準への対応に係る助言業務を依頼し、対
価を支払っております。
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④　監査公認会計士等と同一のネットワーク（Deloitte Touche Tohmatsu）に対する報酬（③を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

提出会社 － 3 － 20

連結子会社 6 － 7 －

計 6 3 7 20

 
　　監査公認会計士等と同一のネットワーク（Deloitte Touche Tohmatsu）に対する非監査業務の内容
　（前連結会計年度）
　当社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイトトーマツ税理士法人に対し
て、非監査業務である税務等に関するアドバイザリー業務等を依頼し、対価を支払っております。

 
　（当連結会計年度）
　当社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイトトーマツ税理士法人に対し
て、非監査業務である税務等に関するアドバイザリー業務等を依頼し、対価を支払っております。
 

⑤　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容
　該当事項はありません。
 
⑥　監査報酬の決定方針
　監査担当会計士等から提示された見積書に基づき、関連部署等での協議を行った上で、監査役会の同意を得て
決定しております。
 
⑦　監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由
　取締役会が提案した会計監査人に対する報酬に対して、当社の監査役会が会社法第399条第1項の同意をした理
由は、取締役、社内関係部署および会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けたうえで、会計監査人の監査
計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算出根拠について確認し、審議した結果、これらについ
て適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意しております。
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（４）【役員の報酬等】

　役員報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は2021年2月10日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議し

ております。取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、委任をうけた代表取締役社

長が社外取締役の助言を得たうえで決定したため、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。

 

1．基本方針

　当社の取締役の報酬は、会社の業績や経営内容、個々の職責と実績、経済情勢等を総合的に勘案し

て、適正な水準とすることを基本方針とし、2021年2月10日現在において、業績連動報酬ならびに非金銭

報酬等（譲渡制限付株式報酬、等）の採用は行わず、固定報酬のみで構成するものとする。役員報酬は

株主総会が決定する報酬総額の限度内において、取締役会にて担当職務、業績、貢献度、等を総合的に

勘案し協議した後、最終的に代表取締役社長が決定するものとする。

2．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　当社の取締役の個人別の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて、当社の

業績、従業員給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。なお、取締役の報酬

限度額は、1996年6月28日開催の定時株主総会において年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含

まない）と決議されており、その範囲内とする。

3．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方法に関する方針

　個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内容について委任

をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額とする。取締役会は、当該権限が代表

取締役社長によって適切に行使されるよう、社外取締役の助言を得たうえで決定するものとする。

 

　なお、当社は、取締役については2006年6月29日開催の第24回定時株主総会終結の時をもって、監査役

については2009年6月25日開催の第27回定時株主総会終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止して

おります。

　また、取締役会は、代表取締役森清隆に対し各取締役の基本報酬の額の決定を委任しております。委

任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役

が適していると判断したためであります。

 
ロ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

左記のうち、

非金銭報酬等

　取締役
（社外取締役を除く。）

83 83 － － － 7

　監査役
（社外監査役を除く。）

8 8 － － － 2

　社外役員 8 8 － － － 3

 
 

（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方
当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、専ら株式
の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする場合と、それ以外の目的で保有する場合で
区分しております。
 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式
イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容
　事業戦略上の重要性を総合的に勘案し、当社グループの中長期的な企業価値向上に資すると判断される場合、
政策保有株式等を保有していく方針です。また、保有目的が適切か否かについて、担当取締役による年1回の見
直しを行います。その際、効果が認められないと判断した株式については、取締役会に諮り、株式市場への影響
や事業面での影響などを考慮しながら、売却を行う方針です。
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ロ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 1 0

非上場株式以外の株式 1 8
 
 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －

 

ハ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的
　　特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

㈱三井住友フィナン

シャルグループ

2,300 2,300 （保有目的）取引関係等の円滑化

（定量的な保有効果）与信枠等の確保

（株式数が増加した理由）無

無
8 9

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当事
業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 5 12 5 12

非上場株式以外の株式 1 3 1 3

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式 0 － （注）

非上場株式以外の株式 0 － 2

（注）非上場株式については、市場価格がないことから、「評価損益の合計額」は記載しておりません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、連結会計年度（2021年4月１日から2022年3月31日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2021年4月１日から2022年3月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人

トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。会計基準等の内容を適正に把

握し、会計基準等の変更に適用できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構及び監

査法人等のセミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年3月31日)

当連結会計年度
(2022年3月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,680 6,578

受取手形及び売掛金 13,388 －

受取手形 － 1,343

売掛金 － 13,711

契約資産 － 84

電子記録債権 2,485 3,038

商品及び製品 2,108 2,860

仕掛品 2,176 3,293

原材料及び貯蔵品 3,041 4,226

その他 532 739

貸倒引当金 △130 △136

流動資産合計 32,284 35,738

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,220 11,294

減価償却累計額 △6,353 △6,655

建物及び構築物（純額） ※2 3,867 ※2 4,639

機械装置及び運搬具 19,252 21,551

減価償却累計額 △15,816 △16,760

機械装置及び運搬具（純額） ※2 3,436 ※2 4,790

土地 ※2 3,529 ※2 3,580

リース資産 2,434 1,968

減価償却累計額 △1,110 △1,030

リース資産（純額） 1,324 938

建設仮勘定 622 1,064

その他 3,311 3,395

減価償却累計額 △2,843 △3,006

その他（純額） ※2 467 ※2 388

有形固定資産合計 13,246 15,401

無形固定資産 263 255

投資その他の資産   

投資有価証券 319 253

繰延税金資産 1,268 1,360

その他 ※1 619 ※1 558

貸倒引当金 △155 △155

投資その他の資産合計 2,051 2,016

固定資産合計 15,562 17,673

資産合計 47,846 53,412
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年3月31日)

当連結会計年度
(2022年3月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,949 8,279

電子記録債務 921 1,658

短期借入金 3,600 5,700

１年内償還予定の社債 240 180

１年内返済予定の長期借入金 2,654 2,345

リース債務 372 289

未払法人税等 749 769

契約負債 － 21

賞与引当金 416 444

その他 2,510 2,941

流動負債合計 17,414 22,627

固定負債   

社債 240 60

長期借入金 5,411 3,066

リース債務 828 538

繰延税金負債 218 175

役員退職慰労引当金 8 8

退職給付に係る負債 2,782 2,787

その他 170 170

固定負債合計 9,659 6,806

負債合計 27,074 29,433

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,358 4,358

資本剰余金 4,174 4,174

利益剰余金 13,450 16,634

自己株式 △491 △491

株主資本合計 21,491 24,675

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 126 76

為替換算調整勘定 △908 △885

退職給付に係る調整累計額 △28 10

その他の包括利益累計額合計 △810 △799

非支配株主持分 90 103

純資産合計 20,771 23,978

負債純資産合計 47,846 53,412
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(自　2020年4月 1日
 至　2021年3月31日)

当連結会計年度
(自　2021年4月 1日
 至　2022年3月31日)

売上高 47,016 ※1 57,358

売上原価 ※2 39,016 ※2 46,089

売上総利益 8,000 11,268

販売費及び一般管理費 ※3,※4 5,633 ※3,※4 6,171

営業利益 2,366 5,096

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 21 3

受取賃貸料 16 13

為替差益 139 94

補助金収入 － 71

その他 144 139

営業外収益合計 323 323

営業外費用   

支払利息 78 66

支払手数料 59 81

固定資産除却損 11 80

固定資産廃棄損 － 35

その他 35 46

営業外費用合計 185 310

経常利益 2,504 5,109

特別利益   

固定資産売却益 ※5 1,474 －

特別利益合計 1,474 －

税金等調整前当期純利益 3,978 5,109

法人税、住民税及び事業税 1,305 1,443

法人税等調整額 26 △96

法人税等合計 1,331 1,347

当期純利益 2,647 3,761

非支配株主に帰属する当期純利益 16 17

親会社株主に帰属する当期純利益 2,631 3,744
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(自　2020年4月 1日
 至　2021年3月31日)

当連結会計年度
(自　2021年4月 1日
 至　2022年3月31日)

当期純利益 2,647 3,761

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △21 △49

為替換算調整勘定 △351 22

退職給付に係る調整額 △22 38

その他の包括利益合計 ※1 △395 ※1 11

包括利益 2,252 3,773

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 2,235 3,756

非支配株主に係る包括利益 16 17
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2020年4月1日　至　2021年3月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,358 4,174 11,075 △491 19,116

当期変動額      

剰余金の配当   △248  △248

親会社株主に帰属する
当期純利益   2,631  2,631

その他   △7  △7

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 2,375 － 2,375

当期末残高 4,358 4,174 13,450 △491 21,491

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 147 △557 △6 △415 74 18,775

当期変動額       

剰余金の配当      △248

親会社株主に帰属する
当期純利益      2,631

その他      △7

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△21 △351 △22 △395 16 △379

当期変動額合計 △21 △351 △22 △395 16 1,996

当期末残高 126 △908 △28 △810 90 20,771
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当連結会計年度（自　2021年4月1日　至　2022年3月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,358 4,174 13,450 △491 21,491

会計方針の変更による
累積的影響額   △64  △64

会計方針の変更を反映した
当期首残高

4,358 4,174 13,386 △491 21,427

当期変動額      

剰余金の配当   △496  △496

親会社株主に帰属する
当期純利益   3,744  3,744

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 3,247 △0 3,247

当期末残高 4,358 4,174 16,634 △491 24,675

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 126 △908 △28 △810 90 20,771

会計方針の変更による
累積的影響額      △64

会計方針の変更を反映した
当期首残高

126 △908 △28 △810 90 20,707

当期変動額       

剰余金の配当      △496

親会社株主に帰属する
当期純利益      3,744

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△49 22 38 11 12 23

当期変動額合計 △49 22 38 11 12 3,271

当期末残高 76 △885 10 △799 103 23,978
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(自　2020年4月 1日
 至　2021年3月31日)

当連結会計年度
(自　2021年4月 1日
 至　2022年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,978 5,109

減価償却費 1,993 2,163

のれん償却額 4 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 9 27

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 5

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 123 55

受取利息及び受取配当金 △22 △4

支払利息 78 66

為替差損益（△は益） △131 △116

固定資産売却損益（△は益） △1,474 －

売上債権の増減額（△は増加） 607 △2,298

棚卸資産の増減額（△は増加） 236 △3,056

仕入債務の増減額（△は減少） △901 3,049

未払消費税等の増減額（△は減少） 17 △343

未払費用の増減額（△は減少） △34 87

その他 △155 147

小計 4,317 4,896

利息及び配当金の受取額 22 4

利息の支払額 △78 △66

法人税等の支払額 △1,218 △1,436

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,042 3,396

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △2,794 △3,963

固定資産の売却による収入 2,279 12

投資有価証券の取得による支出 △4 △5

投資有価証券の売却による収入 2 －

長期貸付金の回収による収入 0 0

その他 3 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △512 △3,955

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,191 2,100

長期借入れによる収入 3,700 －

長期借入金の返済による支出 △2,721 △2,654

社債の償還による支出 △326 △240

リース債務の返済による支出 △606 △393

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △248 △496

非支配株主への配当金の支払額 － △4

財務活動によるキャッシュ・フロー 988 △1,690

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10 145

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,507 △2,102

現金及び現金同等物の期首残高 5,173 8,680

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 8,680 ※1 6,578
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項
(1）連結子会社の数 8社
主要な連結子会社名は、「第1　企業の概況　4　関係会社の状況」に記載しているため、省略しておりま
す。
(2）主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社　　　東莞光路電子有限公司
（連結の範囲から除いた理由）
 非連結子会社東莞光路電子有限公司及びその他の非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資
産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸
表に重要な影響を及ぼしていないためであります。
 

２．持分法の適用に関する事項
(1）持分法を適用した関連会社の状況
イ　持分法適用の非連結子会社数　0社
ロ　持分法適用の関連会社数　0社
 

(2）持分法を適用していない非連結子会社東莞光路電子有限公司は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、KYODEN(THAILAND)CO.,LTD.の他計3社の決算日は、12月31日であります。
連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、1月1日から連結
決算日である3月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
 

４．会計方針に関する事項
(1）重要な資産の評価基準及び評価方法
イ 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。
市場価格のない株式等
　主として移動平均法による原価法を採用しております。

ロ デリバティブ
 時価法

ハ 棚卸資産
(イ）製品・仕掛品
 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

(ロ）原材料
 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産（リース資産を除く）
(イ）建物
　主として定額法を採用しております。

(ロ）その他
　当社及び国内連結子会社は主として定率法、在外連結子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　　8～47年
機械装置及び運搬具　　6～13年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採
用しております。

ハ　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とした
定額法を採用しております。残存価額については、リース契約上で残価保証の取決めがあるものは当該
残価保証額とし、それ以外については零としております。
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(3）繰延資産の処理方法
社債発行費
　支出時に全額費用処理しております。

(4）重要な引当金の計上基準
イ　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金
　当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の
負担額を計上しております。

ハ　役員退職慰労引当金
連結子会社1社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を
計上しております。
なお、連結子会社1社は、2011年6月23日開催の定時株主総会の日をもって取締役の役員退職慰労金制
度を廃止し、それまでの在任期間に対応する金額は対象役員の退任後の支払確定後に支払うこととしま
した。このため、取締役の役員退職慰労引当金については、制度廃止以降の繰入れはなく、対象役員の
退任後の支払確定時に取り崩すこととしております。

(5）退職給付に係る会計処理の方法
イ　退職給付に係る負債の計上基準
　当社及び主要な連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務の見込額に基づき計上しております。

ロ　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

ハ　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括費用処理しております。

ニ　簡便法を適用した退職給付債務の計算方法
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(6）重要な収益及び費用の計上基準
（電子事業）
電子事業においては、プリント配線板等の製造及び販売を行っており、顧客との契約に基づいて製品
又は商品を引き渡す履行義務を負っております。このような製品又は商品の販売については、顧客への
納品日、顧客の検収日等、財又はサービスを顧客に移転し当該履行義務が充足された一時点で収益を認
識しております。また、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、
顧客から受け取る額から商品の仕入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
（工業材料事業）
工業材料事業においては、硝子長繊維用原料、耐火物、混和材等の製造及び販売を行っており、顧客
との契約に基づいて製品又は商品を引き渡す履行義務を負っております。このような製品又は商品の販
売については、顧客への製品又は商品の引き渡し時点等、財又はサービスを顧客に移転し当該履行義務
が充足された一時点で収益を認識しております。また、顧客への商品の提供における当社の役割が代理
人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商品の仕入れ先に支払う額を控除した純額で収
益を認識しております。

(7）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債、損益項目はそれぞれの連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算しております。

(8）重要なヘッジ会計の方法
イ　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約については、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合に
は、振当処理を採用しております。また、金利スワップについては、金利スワップの特例処理の要件を
満たしている場合には、金利スワップの特例処理を採用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象
米ドル建債権及び予定取引の為替変動リスクに対して為替予約を利用することとしております。ま
た、借入金の金利変動リスクに対して金利スワップを利用することとしております。

ハ　ヘッジ方針
米ドル建債権の為替変動リスクに対して実需の範囲内で為替予約を利用することとしております。ま
た、借入金の金利変動リスクに対して借入元本の範囲内で金利スワップを利用することとしておりま
す。

ニ　ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の
累計又は相場変動を四半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しておりま
す。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(9）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、5年間の定額法により償却を行っております。
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(10）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(11）その他連結財務諸表作成のための重要な事項
連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）
当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第8号)におい
て創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直
しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰
延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税
並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理
及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）を適用する予定であります。
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（重要な会計上の見積り）

（1）繰延税金資産の回収可能性

① 連結財務諸表に計上した金額

繰延税金資産　　　　　　1,360百万円

 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社グループは、将来の利益計画等に基づく課税所得の発生時期及び金額を見積もった上で、将来の

税金負担額を軽減する効果を有する範囲内で繰延税金資産を計上しております。

　繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高いと想定する範囲内で

認識しておりますが、これらの見積りが、将来の不確実な経済状況及び当社グループの経営状況の影響

により、実際に発生した課税所得の時期及び金額と異なった場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表

に重要な影響を与える可能性があります。

　なお、繰延税金資産の回収可能性における新型コロナウイルスの影響に関しては、後述の「（追加情

報）」に記載のとおりであります。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

（電子事業）

従来は出荷時に収益を認識しておりましたが、顧客への納品日、顧客の検収日等、財又はサービスを顧客に移転

し当該履行義務が充足された一時点で収益を認識する方法に変更しております。また、顧客への商品の提供におけ

る当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりました

が、顧客から受け取る額から商品の仕入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しておりま

す。

（工業材料事業）

顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の総額を収

益として認識しておりましたが、顧客から受け取る額から商品の仕入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識

する方法に変更しております。また、従来、販売費及び一般管理費として処理していた一部の費用については、顧

客に支払われる対価として、取引価格から減額する方法に変更しております。また、有償支給取引につきまして

は、後日、加工を行ったうえで販売することになる顧客から有償で支給を受けた原材料等について、仕入を認識せ

ず取引価格から当該原材料等の価格を控除する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項

に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認

識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当連結会計年度の売上高は1,495百万円減少し、売上原価は1,474百万円減少し、販売費及び一般管理

費は38百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ17百万円増加しております。ま

た、利益剰余金の当期首残高は64百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」、「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示し、

「流動負債」に表示していた「その他」は、当連結会計年度より「契約負債」及び「その他」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について

新たな表示方法により組替えを行っておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基

準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこと

といたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2019年

7月4日）第7-4項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては記載し

ておりません。

 

（未適用の会計基準等）

該当事項はありません。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、営業外費用「その他」に含めて表示していた「固定資産除却損」は、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外費用「その他」に表示していた46百万円

は、「固定資産除却損」11百万円、「その他」35百万円として組み替えております。

 

（追加情報）

　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により、各国における経済活動が停滞し、深刻な景気後退に陥りつ

つあります。当社グループにおいては、日本、タイの主力拠点等は各国政府や地域行政機関の方針に従い、安

全対策を実施しながら操業を継続しております。

　新型コロナウイルスの影響については、今後の広がり方や収束時期等について統一的な見解がない為、当社

グループへの影響を見通すことは極めて困難ですが、国内・海外ともに足元の受注環境は順調に回復してきて

いることから、当面の業績への影響は限定的であると仮定し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積り

を実施しております。

　なお、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は不確実性が高い為、上記仮定に変化が生じた場合

には、翌連結会計年度の財政状態・経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

EDINET提出書類

株式会社キョウデン(E02035)

有価証券報告書

42/85



（連結貸借対照表関係）

※1　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

当連結会計年度
（2022年3月31日）

投資その他の資産「その他」 13 13

（出資金）   

 

※2　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

当連結会計年度
（2022年3月31日）

建物及び構築物 266百万円 (　 156百万円) 251百万円 (　 156百万円)

機械装置及び運搬具 132 (　 132　　　) 122 (　 122　　　)

土地 327 (　 258　　　) 327 (　 258　　　)

有形固定資産「その他」 12 ( 　12　　　) 5 ( 　 5　　　)

計 739 (　 559　　　) 707 (　 542　　　)

　上記のうち、（　）内書は鉱業財団抵当を示しております。また、当連結会計年度末現在、担保資産に対応する

債務はございません。

 

3　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

当連結会計年度
（2022年3月31日）

受取手形割引高 167百万円 11百万円

受取手形裏書譲渡高 33 26

 

（連結損益計算書関係）

※1　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契

約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）1．顧客との契約から生じる収益を分解した情

報」に記載しております。

 

※2　売上原価には、棚卸資産の収益性の低下に伴う次の簿価切下額が含まれております。

前連結会計年度
（自　2020年4月 1日
　　至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
　　至　2022年3月31日）

69百万円 63百万円

 

※3　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年4月 1日
　 至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
　 至　2022年3月31日）

給与手当 1,737百万円 1,840百万円

荷造運送費 851 1,074

賞与引当金繰入額 142 166

退職給付費用 78 93

 

※4　一般管理費に含まれる研究開発費

前連結会計年度
（自　2020年4月 1日
　 至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
　 至　2022年3月31日）

318百万円 350百万円

 

※5　固定資産売却益

前連結会計年度（自　2020年4月1日　至　2021年3月31日）

　土地　　　　　　　　　　　　 1,474百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※1 その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2020年4月 1日
至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △36百万円 △71百万円

組替調整額 △0 －

税効果調整前 △36 △71

税効果額 14 21

その他有価証券評価差額金 △21 △49

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △351 22

為替換算調整勘定 △351 22

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △40 8

組替調整額 8 40

税効果調整前 △32 49

税効果額 9 △10

退職給付に係る調整額 △22 38

その他の包括利益合計 △395 11
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自2020年4月１日　至2021年3月31日）

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 52,279 － － 52,279

合計 52,279 － － 52,279

自己株式     

普通株式 2,592 － － 2,592

合計 2,592 － － 2,592

 

2．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年5月15日

取締役会
普通株式 248 5 2020年3月31日 2020年6月10日

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当金の原資
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年5月14日

取締役会
普通株式 496 利益剰余金 10 2021年3月31日 2021年6月9日

 
当連結会計年度（自2021年4月１日　至2022年3月31日）

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 52,279 － － 52,279

合計 52,279 － － 52,279

自己株式     

普通株式　　　　　（注）1 2,592 0 － 2,592

合計 2,592 0 － 2,592

（注）1．普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加0千株であります。

2．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年5月14日

取締役会
普通株式 496 10 2021年3月31日 2021年6月9日

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当金の原資
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年5月12日

取締役会
普通株式 844 利益剰余金 17 2022年3月31日 2022年6月9日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 ※1　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2020年4月 1日
至 2021年3月31日）

当連結会計年度
（自 2021年4月 1日
至 2022年3月31日）

現金及び預金勘定 8,680百万円 6,578百万円

現金及び現金同等物 8,680 6,578 

 

 

2　重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

 
前連結会計年度

（自　2020年4月 1日
至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産の額 139百万円 －百万円

ファイナンス・リース取引に係る負債の額 148 －

 

（リース取引関係）

（借主側）
1．ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
①　リース資産の内容
有形固定資産
　主として、プリント配線板製造設備（機械装置）であります。
②　リース資産の減価償却の方法
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4　会計方針に関する事項 (2） 重要な減価償却資
産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 
2．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
　　　　　（単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

当連結会計年度
（2022年3月31日）

1年内 34 32

1年超 38 31

合計 72 64
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（金融商品関係）

1．金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金
を調達しております。デリバティブは後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行
わない方針であります。
(2)金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行
うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、一部を為替予約によ
りヘッジしております。
　投資有価証券は、主として株式であります。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であります。
　社債及び借入金の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。
　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり
ます。
　デリバティブ取引は、外貨建ての債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予
約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等について
は、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4．会計方針に関する事項 (8)重要なヘッ

ジ会計の方法」をご参照下さい。
(3)金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、営業債権に係る顧客の信用リスクについて、売上債権管理規程に沿ってリスク低減を図ってお
ります。連結子会社についても、当社の売上債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
デリバティブ取引については、信用度の高い金融機関のみを取引相手としており、契約不履行に陥る信
用リスクは殆ど無いものと判断しております。
②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、
一部を為替予約によりヘッジしております。また、当社グループは、一部の長期借入金の金利変動リスク
に対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは実需
の範囲で行うこととしております。
投資有価証券について、上場株式の市場価格変動リスクについては四半期ごとに時価の把握を行ってお
ります。
デリバティブ取引の執行・管理については、原則として連結会社各社の定めた社内ルールに従い、当社
経営推進本部の監督に基づいて、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。
③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、資金調達に係る流動性リスクについて、月次で資金繰り計画を作成する等の方法により管理し
ております。連結子会社についても同様の管理を行っております。
(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバ
ティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもの
ではありません。
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2．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
 
前連結会計年度（2021年3月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）投資有価証券(*2) 271 271 －

  資産計 271 271 －

(1）社債 480 480 0

(2）長期借入金 8,066 8,022 △43

(3）リース債務 1,200 1,196 △4

　 負債計 9,747 9,699 △47

(*1）現金は注記を省略しており、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する資産（預金、受取手形、売
掛金、電子記録債権）及び負債（支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、未払法人税等）につい
ては注記を省略しております。

(*2）市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額48百万円）は、「（1）投資有価証券」には含めておりませ

ん。

 
当連結会計年度（2022年3月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）投資有価証券(*2) 205 205 －

  資産計 205 205 －

(1）社債 240 239 △0

(2）長期借入金 5,411 5,384 △27

(3）リース債務 827 820 △6

　 負債計 6,478 6,444 △34

(*1）現金は注記を省略しており、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する資産（預金、受取手形、売
掛金、電子記録債権）及び負債（支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、未払法人税等）につい
ては注記を省略しております。

(*2）市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額47百万円）は、「（1）投資有価証券」には含めておりませ
ん。
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（注）1．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　　前連結会計年度（2021年3月31日）

 
1年以内
 (百万円）

1年超
5年以内
 (百万円）

5年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 8,680 － － －

受取手形及び売掛金 13,388 － － －

電子記録債権 2,485 － － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち
満期があるもの

    

その他 － － － －

合計 24,554 － － －

 
　　当連結会計年度（2022年3月31日）

 
1年以内
 (百万円）

1年超
5年以内
 (百万円）

5年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 6,578 － － －

受取手形 1,343 － － －

売掛金 13,711    

電子記録債権 3,038 － － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち
満期があるもの

    

その他 － － － －

合計 24,671 － － －

 
（注）2．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2021年3月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 3,600 － － － － －

社債 240 180 60 － － －

長期借入金 2,654 2,345 1,475 1,446 144 －

リース債務 372 291 267 217 48 3

合計 6,867 2,816 1,802 1,663 193 3

 

当連結会計年度（2022年3月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 5,700 － － － － －

社債 180 60 － － － －

長期借入金 2,345 1,475 1,446 144 － －

リース債務 289 268 217 48 2 1

合計 8,514 1,804 1,663 193 2 1
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3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベル

に分類しております。

　レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年3月31日）

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

株式 205 － － 205

資産計 205 － － 205

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年3月31日）

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

社債 － 239 － 239

長期借入金 － 5,384 － 5,384

リース債務 － 820 － 820

負債計 － 6,444 － 6,444

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資　産

(1) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル1の時価に分類しております。

 

負　債

(1) 社債、(2) 長期借入金、(3) リース債務

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

1．その他有価証券
   前連結会計年度（2021年3月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 271 92 178

(2）その他 － － －

小計 271 92 178

連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 － － －

(2）その他 － － －

小計 － － －

合計 271 92 178
 

   当連結会計年度（2022年3月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 205 97 107

(2）その他 － － －

小計 205 97 107

連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 － － －

(2）その他 － － －

小計 － － －

合計 205 97 107

 

2．売却したその他有価証券

該当事項はありません。

 

3．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。

 

4．保有目的を変更した有価証券

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

1．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設けてお

ります。当社は2007年8月、連結子会社1社は2016年7月に適格退職年金制度について、確定拠出年金制度へ

移行しました。

　退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

　なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費

用を計算しております。

 

2．確定給付制度

　（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 
前連結会計年度

（自　2020年4月 1日
至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日）

退職給付債務の期首残高　　　　　　（百万円） 1,568 1,669

　勤務費用　　　　　　　　　　　　（百万円） 140 144

　利息費用　　　　　　　　　　　　（百万円） 6 6

　数理計算上の差異の発生額　　　　（百万円） 35 △8

　退職給付の支払額　　　　　　　　（百万円） △80 △122

退職給付債務の期末残高 1,669 1,689

 

　（2）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2020年4月 1日
至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日）

退職給付に係る負債の期首残高　　　（百万円） 1,070 1,112

　退職給付費用　　　　　　　　　　（百万円） 82 84

　退職給付の支払額　　　　　　　　（百万円） △40 △98

退職給付に係る負債の期末残高 1,112 1,098

 

　（3）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産

の調整表

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

当連結会計年度
（2022年3月31日）

非積立型制度の退職給付債務　　　　（百万円） 2,782 2,787

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
2,782 2,787

退職給付に係る負債　　　　　　　　（百万円） 2,782 2,787

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
2,782 2,787

　（注）簡便法を適用した制度を含みます。
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　（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　2020年4月 1日
至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日）

勤務費用　　　　　　　　　　　　　（百万円） 140 144

利息費用　　　　　　　　　　　　　（百万円） 6 6

数理計算上の差異の費用処理額　　　（百万円） 35 40

簡便法で計算した退職給付費用　　　（百万円） 82 84

確定給付制度に係る退職給付費用　　（百万円） 264 275

 

　（5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年4月 1日
至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日）

数理計算上の差異　　　　　　　　　（百万円） △32 49

合　計　　　　　　　　　　　　（百万円） △32 49

 

　（6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

当連結会計年度
（2022年3月31日）

未認識数理計算上の差異　　　　　　（百万円） △40 8

合　計　　　　　　　　　　　　（百万円） △40 8

 

　（7）数理計算上の計算基礎に関する事項

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

当連結会計年度
（2022年3月31日）

割引率　　　　　　　　　　　　　　（％） 0.1～1.6 0.1～2.4

予想昇給率　　　　　　　　　　　　（％） 1.0～3.5 1.0～3.5

 

3．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度116百万円、当連結会計年度128百万円

であります。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

 
 

当連結会計年度
（2022年3月31日）

繰延税金資産    

未払事業税及び事業所税 32百万円 85百万円

賞与引当金 129  138

棚卸資産 230  266

役員退職慰労引当金 2  2

退職給付に係る負債 756  766

投資有価証券評価損 70  74

減価償却費 267  228

土地 107  107

繰越欠損金 6  19

その他 181  185

小計 1,785  1,875

評価性引当額 △375  △367

差引 1,410  1,507

繰延税金負債との相殺額 △142  △146

繰延税金資産の純額 1,268  1,360

繰延税金負債    

土地 △11  △11

固定資産 △208  △182

その他有価証券評価差額金 △52  △30

その他 △88  △96

小計 △361  △322

繰延税金資産との相殺額 142  146

繰延税金負債の純額 △218  △175
 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

 
 

当連結会計年度
（2022年3月31日）

法定実効税率 30.2％  30.2％

（調整）    

住民税均等割 1.2  1.0

交際費等損金に算入されない項目 0.3  0.2

のれん償却額 0.0  －

評価性引当額の増減 1.7  0.1

在外連結子会社の適用税率の差異

企業結合の影響

同族会社に対する留保金課税

連結納税による影響

△1.1

△0.4

2.1

△0.1

 

△3.1

－

0.9

△0.3

試験研究費等の税額控除 △0.5  △2.7

その他 0.1  0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.5  26.4
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（企業結合等関係）

当連結会計年度（自　2021年4月1日　至　2022年3月31日）
該当事項はありません

 

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおり

であります。

 

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

（電子事業）

　電子事業においては、プリント配線板等の製造及び販売を行っており、顧客との契約に基づいて製品

又は商品を引き渡す履行義務を負っております。このような製品又は商品の販売については、顧客への

納品日、顧客の検収日等、財又はサービスを顧客に移転し当該履行義務が充足された一時点で収益を認

識しております。また、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、

顧客から受け取る額から商品の仕入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

（工業材料事業）

　工業材料事業においては、硝子長繊維用原料、耐火物、混和材等の製造及び販売を行っており、顧客

との契約に基づいて製品又は商品を引き渡す履行義務を負っております。このような製品又は商品の販

売については、顧客への製品又は商品の引き渡し時点等、財又はサービスを顧客に移転し当該履行義務

が充足された一時点で収益を認識しております。また、顧客への商品の提供における当社の役割が代理

人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商品の仕入れ先に支払う額を控除した純額で収

益を認識しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

1．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループの事業は提供する製品内容別のセグメントから構成されており、「電子事業」及び「工業

材料事業」の2つを報告セグメントとしております。

「電子事業」はプリント配線板の設計・製造・販売及び実装、「工業材料事業」は硝子長繊維用原料、

耐火物、混和材、農薬原料の製造・販売を行っております。

 

2．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

3．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

　前連結会計年度（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
連 結
財 務 諸 表
計 上 額 電 子 事 業

工 業 材 料
事 業

売上高     

外部顧客への売上高 36,263 10,753 47,016 47,016

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 36,263 10,753 47,016 47,016

セグメント利益（注）1 1,547 819 2,366 2,366

セグメント資産 36,919 10,926 47,846 47,846

その他の項目     

減価償却費（注）2 1,778 215 1,993 1,993

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
2,370 424 2,794 2,794
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　当連結会計年度（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
連 結
財 務 諸 表
計 上 額 電 子 事 業

工 業 材 料
事 業

売上高     

顧客との契約から生じる収益 45,656 11,701 57,358 57,358

外部顧客への売上高 45,656 11,701 57,358 57,358

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 45,656 11,701 57,358 57,358

セグメント利益（注）1 4,207 889 5,096 5,096

セグメント資産 41,943 11,469 53,412 53,412

その他の項目     

減価償却費（注）2 1,926 237 2,163 2,163

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
4,292 136 4,429 4,429

（注）1．セグメント利益の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

2．減価償却費には、のれんの償却額を含んでおりません。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日）

1．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

 

2．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 タイ その他アジア その他 合計

37,127 6,071 2,531 1,286 47,016

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 タイ その他 合計

9,751 3,495 0 13,246

 

当連結会計年度（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日）

1．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

 

2．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 タイ その他アジア その他 合計

44,942 7,867 2,682 1,865 57,358

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 タイ その他 合計

12,215 3,185 0 15,401

 

EDINET提出書類

株式会社キョウデン(E02035)

有価証券報告書

58/85



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日）

  （単位：百万円）

 電子事業 工業材料事業 合計

当期償却額 4 － 4

当期末残高 － － －

 

当連結会計年度（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

1．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 前連結会計年度（自2020年4月1日　至2021年3月31日）

種類
会社等の

名称又は氏名
所在地

資本金又
は出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注1）

科目
期末残高
（百万円）
（注1）

主要株主
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
所有して
いる会社
（当該会
社の子会
社含む）

㈱キョウデン
エリアネット
　　 （注2）

東京都
品川区

百万円

90
不動産
賃貸業

 － なし
事務所等の
賃借料の支払
（注5（1））

4
流動資産
「その他」

0

㈲ティ・ア
イ・エス
　　 （注3）

東京都
港区

百万円

3
損害保険
代理店業

 － なし
損害保険取引
（注5（2））

9 － －

㈱フリーウェ
イ　（注2）

東京都
品川区

百万円

3
投資業  － なし

事務所等の
賃借料の支払
（注5（1））

18
流動資産
「その他」

1

役員

(弁)長谷川洋二

法律事務所

　　 （注4）

長野県

上伊那郡

南箕輪村

百万円

－
弁護士  － なし

弁護士報酬
（注5（3））

10 － －

 

 当連結会計年度（自2021年4月1日　至2022年3月31日）

種類
会社等の
名称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注1）

科目
期末残高
（百万円）
（注1）

主要株主
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
所有して
いる会社
（当該会
社の子会
社含む）

㈱キョウデン
エリアネット
　　 （注2）

東京都
品川区

百万円

90
不動産
賃貸業

 － なし

事務所等の
賃借料の支払
（注5（1））

4
流動資産
「その他」

0

社用車の購入
（注5（4））

15 － －

㈱フリーウェ
イ　（注2）

東京都
品川区

百万円

3
投資業  － なし

事務所等の
賃借料の支払
（注5（1））

40
流動資産
「その他」

3

 

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 前連結会計年度（自2020年4月1日　至2021年3月31日）
　該当事項はありません。

 

 当連結会計年度（自2021年4月1日　至2022年3月31日）
　該当事項はありません。

 
（注）1．上記金額の取引金額には、消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

2．当社主要株主橋本浩氏が100％直接所有しております。
3．当社主要株主橋本浩氏の近親者が100％直接所有しております。
4．当社社外取締役長谷川洋二氏が代表を務める法律事務所であります。
5．取引条件及び取引条件の決定方針等
　（1）事務所等の賃借料の支払については、市場価格を参考に決定しております。
　（2）損害保険代理店業は、土地・建物等について損害保険契約の代行業務を行っており、保険料率その他付保

条件については一般契約者と同様の条件によっております。
　（3）弁護士報酬については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。
　（4）社用車の購入については、市場価格を参考に決定しております。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 2020年4月 1日
至 2021年3月31日）

当連結会計年度
（自 2021年4月 1日
至 2022年3月31日）

1株当たり純資産額 416.23円 480.53円

1株当たり当期純利益 52.96円 75.37円

　（注）　1．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　　2．1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年4月 1日
至　2021年3月31日）

当連結会計年度
（自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日）

1株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益    （百万円） 2,631 3,744

普通株主に帰属しない金額　　      （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益　

（百万円）
2,631 3,744

期中平均株式数　　　　　　    　　 （千株） 49,686 49,686

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

提出会社 第11回無担保普通社債 2017年7月31日
180

(120)

60

(60)
0.50 なし 2022年7月29日

提出会社 第12回無担保普通社債 2018年8月31日
300

(120)

180

(120)
0.50 なし 2023年8月31日

合計 －
480

(240)

240

(180)
－ － －

 
　（注）1．（　）内書は、1年以内の償還予定額であります。

2．連結決算日後5年間の償還予定額は以下のとおりであります。

1年以内
（百万円）

1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

180 60 － － －

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,600 5,700 0.45 －

1年以内に返済予定の長期借入金 2,654 2,345 0.49 －

1年以内に返済予定のリース債務 372 289 1.14 －

長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く。） 5,411 3,066 0.43 2023年～2025年

リース債務（1年以内に返済予定のものを除く。） 828 538 0.87 2023年～2028年

合計 12,867 11,938 － －
 
　（注）1．平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

2．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する方法により算出したリー
ス債務の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

3．長期借入金及びリース債務（1年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後5年間の返済予定額は以下
のとおりであります。なお、リース債務の返済予定額には残価保証額は含めておりません。

 
1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

長期借入金 1,475 1,446 144 －

リース債務 268 217 48 2

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会
計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の1以下であるため、連結財務諸表規則第92条の2の規定によ
り記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等
 

（累計期間） 第1四半期 第2四半期 第3四半期 当連結会計年度

売上高                 （百万円） 13,454 27,309 41,937 57,358

税金等調整前四半期（当期）純利益

                       （百万円）
1,357 2,634 4,065 5,109

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益                 （百万円）
959 1,796 2,867 3,744

1株当たり四半期（当期）純利益（円） 19.32 36.15 57.70 75.37

 

（会計期間） 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

1株当たり四半期純利益      （円） 19.32 16.83 21.55 17.67
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2021年3月31日)
当事業年度

(2022年3月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,870 2,837

受取手形 673 723

売掛金 6,480 7,489

電子記録債権 2,188 2,751

商品及び製品 437 835

仕掛品 860 1,535

原材料及び貯蔵品 561 932

前払費用 148 143

短期貸付金 3,192 1,932

未収入金 241 415

その他 13 171

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 19,661 19,762

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,705 2,364

構築物 50 200

機械及び装置 1,230 2,740

車両運搬具 61 67

工具、器具及び備品 115 113

土地 2,022 2,074

リース資産 733 511

建設仮勘定 130 374

有形固定資産合計 6,049 8,446

無形固定資産   

ソフトウエア 124 111

その他 9 9

無形固定資産合計 133 120

投資その他の資産   

投資有価証券 25 25

関係会社株式 7,289 7,289

破産更生債権等 21 23

繰延税金資産 950 1,004

その他 529 478

貸倒引当金 △155 △155

投資その他の資産合計 8,661 8,666

固定資産合計 14,844 17,233

資産合計 34,505 36,995
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2021年3月31日)
当事業年度

(2022年3月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 156 251

買掛金 1,661 2,394

電子記録債務 921 1,645

短期借入金 2,300 4,600

１年内償還予定の社債 240 180

１年内返済予定の長期借入金 2,654 2,345

リース債務 224 172

未払金 314 904

未払費用 623 732

未払法人税等 593 424

未払消費税等 205 52

賞与引当金 205 228

その他 112 98

流動負債合計 10,214 14,030

固定負債   

社債 240 60

長期借入金 5,411 3,066

リース債務 517 345

退職給付引当金 1,744 1,741

その他 73 75

固定負債合計 7,986 5,289

負債合計 18,201 19,320

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,358 4,358

資本剰余金   

資本準備金 3,159 3,159

その他資本剰余金 1,015 1,015

資本剰余金合計 4,174 4,174

利益剰余金   

利益準備金 125 125

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 8,131 9,503

利益剰余金合計 8,257 9,628

自己株式 △491 △491

株主資本合計 16,297 17,669

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6 6

評価・換算差額等合計 6 6

純資産合計 16,304 17,675

負債純資産合計 34,505 36,995
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2020年4月 1日
　至　2021年3月31日)

当事業年度
(自　2021年4月 1日
　至　2022年3月31日)

売上高 23,618 30,550

売上原価 19,882 25,169

売上総利益 3,735 5,380

販売費及び一般管理費 ※2 2,805 ※2 3,089

営業利益 930 2,290

営業外収益   

受取利息及び配当金 354 388

受取賃貸料 16 13

為替差益 91 0

その他 50 66

営業外収益合計 512 468

営業外費用   

支払利息 56 44

支払手数料 59 80

固定資産除却損 1 80

その他 31 32

営業外費用合計 148 238

経常利益 1,294 2,521

特別利益   

固定資産売却益 1,474 －

特別利益合計 1,474 －

税引前当期純利益 2,768 2,521

法人税、住民税及び事業税 885 621

法人税等調整額 26 △28

法人税等合計 911 593

当期純利益 1,857 1,928
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年4月1日　至　2021年3月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 4,358 3,159 1,015 4,174 125 6,523 6,648 △491 14,689

当期変動額          

剰余金の配当      △248 △248  △248

当期純利益      1,857 1,857  1,857

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 1,608 1,608 － 1,608

当期末残高 4,358 3,159 1,015 4,174 125 8,131 8,257 △491 16,297

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 2 2 14,691

当期変動額    

剰余金の配当   △248

当期純利益   1,857

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

4 4 4

当期変動額合計 4 4 1,612

当期末残高 6 6 16,304
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当事業年度（自　2021年4月1日　至　2022年3月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 4,358 3,159 1,015 4,174 125 8,131 8,257 △491 16,297

会計方針の変更に
よる累積的影響額      △59 △59  △59

会計方針の変更を反
映した当期首残高

4,358 3,159 1,015 4,174 125 8,071 8,197 △491 16,238

当期変動額          

剰余金の配当      △496 △496  △496

当期純利益      1,928 1,928  1,928

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 1,431 1,431 △0 1,431

当期末残高 4,358 3,159 1,015 4,174 125 9,503 9,628 △491 17,669

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 6 6 16,304

会計方針の変更に
よる累積的影響額   △59

会計方針の変更を反
映した当期首残高

6 6 16,244

当期変動額    

剰余金の配当   △496

当期純利益   1,928

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

－ － －

当期変動額合計 － － 1,431

当期末残高 6 6 17,675
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【注記事項】

（重要な会計方針）

1．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

市場価格のない株式等

　主として移動平均法による原価法を採用しております。

 

2．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

 

3．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品・仕掛品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2）原材料

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(3）貯蔵品

最終仕入原価法

 

4．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物           15～31年

機械及び装置   6～7年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用

しております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とした定

額法を採用しております。残存価額については、リース契約上で残価保証の取決めがあるものは当該残価

保証額とし、それ以外については零としております。

 

5．繰延資産の処理方法

社債発行費

　支出時に全額費用処理しております。

 

6．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
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7．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

また、数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括費用処理しております。

 

8．収益及び費用の計上基準

　当社は、プリント配線板等の製造及び販売を行っており、顧客との契約に基づいて製品又は商品を引き渡す

履行義務を負っております。このような製品又は商品の販売については、顧客への納品日、顧客の検収日等、

財又はサービスを顧客に移転し当該履行義務が充足された一時点で収益を認識しております。

 

9．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについては、金利スワップの特例処理の要件を満たしている場合には、金利スワッ

プの特例処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金の金利変動リスクに対して、借入元本の範囲内で金利スワップを利用することとしております。

(3）ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクに対して、借入元本の範囲内で金利スワップを利用することとしております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計又は相場変動を四半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価しておりま

す。ただし、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。

 

10．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異

なっております。

(2）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）
　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第8号)において創設されたグループ通算制

度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告

第39号　2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号　2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ

いて、改正前の税法の規定に基づいております。

　なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに

税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示

に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）を適用する予定であります。
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（重要な会計上の見積り）

（1）繰延税金資産の回収可能性

① 財務諸表に計上した金額

繰延税金資産　　　　1,004百万円

 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社は、将来の利益計画等に基づく課税所得の発生時期及び金額を見積もった上で、将来の税金負担

額を軽減する効果を有する範囲内で繰延税金資産を計上しております。

　繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高いと想定する範囲内で

認識しておりますが、これらの見積りが、将来の不確実な経済状況及び当社の経営状況の影響により、

実際に発生した課税所得の時期及び金額と異なった場合には、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を与

える可能性があります。

　なお、繰延税金資産の回収可能性における新型コロナウイルスの影響に関しては、後述の「（追加情

報）」に記載のとおりであります

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　従来は出荷時に収益を認識しておりましたが、顧客への納品日、顧客の検収日等、財又はサービスを顧客に移

転し当該履行義務が充足された一時点で収益を認識する方法に変更しております。また、顧客への商品の提供に

おける当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しており

ましたが、顧客から受け取る額から商品の仕入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更して

おります。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利

益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に

定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識し

た契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、当事業年度の売上高は60百万円増加し、売上原価は46百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ13百万円増加しております。また、繰越利益剰余金の当期首残高は59百万円減少してお

ります。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる財務諸表に与える影響はありません。

 

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度において、営業外費用「その他」に含めて表示していた「固定資産除却損」は、金額的重要性

が増したため、当事業年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度

の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、営業外費用「その他」に表示していた32百万円は、「固定

資産除却損」1百万円、「その他」31百万円として組み替えております。
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（追加情報）

　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により、各国における経済活動が停滞し、深刻な景気後退に陥りつ

つあります。当社グループにおいては、日本、タイの主力拠点等は各国政府や地域行政機関の方針に従い、安

全対策を実施しながら操業を継続しております。

　新型コロナウイルスの影響については、今後の広がり方や収束時期等について統一的な見解がない為、当社

への影響を見通すことは極めて困難ですが、国内・海外ともに足元の受注環境は順調に回復してきていること

から、当面の業績への影響は限定的であると仮定し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを実施し

ております。

　なお、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は不確実性が高い為、上記仮定に変化が生じた場合に

は、翌事業年度の財政状態・経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（貸借対照表関係）

1　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く。）

 
前事業年度

（2021年3月31日）
当事業年度

（2022年3月31日）

短期金銭債権 3,411百万円 2,299百万円

短期金銭債務 651 922

 

2　保証債務

関係会社の金融機関からの借入等に対し、保証を行っております。

 
前事業年度

（2021年3月31日）
当事業年度

（2022年3月31日）

㈱キョウデンプレシジョン 200百万円 －百万円

計 200 －

 

（損益計算書関係）

1　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2020年4月 1日
至　2021年3月31日）

当事業年度
（自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日）

売上高 75百万円 91百万円

仕入高 4,059 5,932

営業取引以外の取引高 354 388

 

※2　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度48％、当事業年度49％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度52％、当事業年度51％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2020年4月 1日
 　 至　2021年3月31日）

当事業年度
（自　2021年4月 1日
 　 至　2022年3月31日）

給与手当 1,003百万円 1,044百万円

賞与引当金繰入額 42 48

退職給付費用 51 63

減価償却費 109 121

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（2021年3月31日）

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（百万円）

子会社株式 7,289

関連会社株式 －

 

当事業年度（2022年3月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 7,289

関連会社株式 －
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（税効果会計関係）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年3月31日）
 

当事業年度
（2022年3月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 62百万円 68百万円

棚卸資産 164  172

投資有価証券評価損 70  74

貸倒引当金 48  48

退職給付引当金 526  525

関係会社株式評価損 718  718

減価償却費 133  121

土地 65  65

繰越欠損金 6  －

その他 81  121

小計 1,878  1,916
評価性引当額 △927  △911

　　　　　　計 950  1,004
 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2021年3月31日）
 

当事業年度
（2022年3月31日）

法定実効税率 30.2％  30.2％

（調整）    

住民税均等割 1.3  1.3
交際費等損金に算入されない項目 0.4  0.3
同族会社に対する留保金課税 2.5  1.2
受取配当金等益金に算入されない項目 △3.3  △4.2
評価性引当額の増減 2.0  △0.5

試験研究費等の税額控除 △0.3  △4.8
その他 0.1  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.9  23.5

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累計

額

有形固定

資産

建物 1,705 851 13 179 2,364 3,389

構築物 50 161 0 11 200 480

機械及び装置 1,230 2,210 2 698 2,740 5,983

車両運搬具 61 37 0 31 67 98

工具、器具及び備品 115 63 0 64 113 684

土地 2,022 51 － － 2,074 －

リース資産 733 － － 221 511 702

建設仮勘定 130 940 696 － 374 －

計 6,049 4,316 713 1,207 8,446 11,339

無形固定

資産

ソフトウエア 124 96 52 56 111 718

その他 9 － － － 9 －

計 133 96 52 56 120 718

（注）機械及び設備の当期増加額は、プリント配線板設備の取得2,210百万円であります。

 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 161 9 8 162

賞与引当金 205 228 205 228

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　特記事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 4月１日から3月31日まで

定時株主総会 6月中

基準日 3月31日

剰余金の配当の基準日
9月30日

3月31日

1単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

https://www.kyoden.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注） 当社の定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第2項各号に掲げる権利、会社法第166条第1項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以

外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第39期）（自　2020年4月1日　至　2021年3月31日) 2021年6月25日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　2021年6月25日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

　（第40期第1四半期）（自　2021年4月1日　至　2021年6月30日) 2021年8月11日関東財務局長に提出

　（第40期第2四半期）（自　2021年7月1日　至　2021年9月30日) 2021年11月12日関東財務局長に提出

　（第40期第3四半期）（自　2021年10月1日　至　2021年12月31日) 2022年2月14日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

2021年6月25日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

   2022年6月23日

株式会社キョウデン    

 

 　取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 長 野 事 務 所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　松　　　聡

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　堀　一　英

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社キョウデンの2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社キョウデン及び連結子会社の2022年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

中期経営計画に基づく設備投資に関する会計処理

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　株式会社キョウデンは2021年11月11日開催の取締役会に

おいて、2022年3月期を初年度とする2026年3月期までの

5ヵ年を計画期間とする中期経営計画を決議し、公表して

いる。この中期経営計画では、電子事業の主要製品である

プリント配線板の需要増大が見込まれる好機と判断し、さ

らなる事業の発展・拡大に向け、今後伸長が見込まれる製

品の生産販売体制を強化することとしている。

　中期経営計画の骨子として、2022年3月期から2024年3月

期までの3年間で高付加価値製品増産のために200億円の設

備投資を計画している。

　当連結会計年度において、株式会社キョウデンは、中期

経営計画に基づき電子事業に係るプリント配線板製造設備

を中心として4,429百万円の設備投資を行っている。これ

は、2022年3月31日現在の株式会社キョウデンの連結総資

産の8％に相当する金額であり、固定資産及び減価償却費

の計上金額が増加している。

　設備投資については、当該設備を事業の用に供した時点

で機械装置等の固定資産に計上され、減価償却が開始され

るため、固定資産台帳等の会計帳簿において勘定科目、取

得価額、供用日、償却方法及び耐用年数が正確に記録され

ない場合には、当連結会計年度の財政状態及び経営成績に

重要な影響を及ぼす。

　以上から、当監査法人は、株式会社キョウデンの中期経

営計画に基づく設備投資に関する会計処理が、当連結会計

年度の連結財務諸表監査において特に重要であり、「監査

上の主要な検討事項」に該当すると判断した。

　当監査法人は、株式会社キョウデンの中期経営計画に基

づく設備投資に関する会計処理の妥当性を評価するため、

主として以下の監査手続を実施した。

 

（1）内部統制の評価

・固定資産及び減価償却費の計上に係る内部統制の整備状

況及び運用状況の有効性を評価した。評価にあたって

は、特に取得価額、供用日、償却方法、耐用年数が、固

定資産台帳等の会計帳簿へ不正確に記録されることを防

止し、又は、発見するための統制に焦点を当てた。

 

（2）実証手続

・中期経営計画に基づく設備投資の当連結会計年度の業績

への影響について、経営者に対する質問を実施した。

・取締役会で承認された中期経営計画における設備投資計

画の詳細を閲覧するとともに、計上金額及び計上時期に

ついて計画と実績を比較し、整合しているかどうか確か

めた。

・特定の機械装置等の勘定科目及び取得価額について、請

求書等の証憑と突合した。

・特定の機械装置等について現物確認を実施し、固定資産

台帳等の会計帳簿と整合しているかどうか確かめた。

・特定の機械装置等の固定資産台帳の供用日について、事

業の用に供した時期の根拠となる証憑と突合した。

・特定の機械装置等の帳簿の償却方法について、株式会社

キョウデンが採用している会計方針と整合しているかど

うか確かめた。

・特定の機械装置等の帳簿の耐用年数について、株式会社

キョウデンが過去に定めた耐用年数を継続して適用して

いるかどうか確かめた。

 

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

　・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社キョウデンの2022年3月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社キョウデンが2022年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

　・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

　・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

以　上

 

　（注）1．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

2．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

   2022年6月23日

株式会社キョウデン    

 

 　取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 長 野 事 務 所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　松　　　聡

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　堀　一　英

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社キョウデンの2021年4月1日から2022年3月31日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

キョウデンの2022年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

中期経営計画に基づく設備投資の会計処理

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（中期経営計画に基づく設備投資の会計処理）と

同一内容であるため、記載を省略している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

　・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
 

以　上

 

　（注）1．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

2．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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